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膀カルシウムイオン濃度調節タンパク質　心筋トロポニンの結晶構造が解かれた
　多くの細胞機能が微量の細胞内カルシウム（Ca）イオン濃度の変化により調節されてい
ることは周知の事実である。筋収縮が細胞内のCaイオン濃度で調節されていることを世
界に先駆けて見出し、そのカルシウム調節の実体である筋収縮制御タンパク質、トロポニ
ンの存在をつきとめたのは、東京大学医学部（当時）の江橋らの功績である。このほど理
化学研究所播磨研究所の前田らのチームは、SPring‐8を用いてヒト心筋トロポニン複合
体のコア部分のＸ線結晶回折を行い、Caイオン結合型の原子モデルを発表した。わが国
で発見され、細胞内カルシウムイオン濃度による機能調節の研究の節目となったタンパク
質の構造が、最終的にわが国のチームによって解かれたことは記念すべき快挙と言えよう。
膂遺伝子操作によるカフェインの少ないコーヒー豆の木の苗木がつくられた
　カフェインを含まないコーヒー豆がつくられる可能性がでてきた。コーヒー豆の木はカ
フェインをキサントシンという物質から生合成する。このプロセスには３種類の酵素が順
番に働いている。奈良先端科学技術大学院大学の佐野教授らの研究チームは、コーヒー豆
の木の一種を対象に、RNA干渉法（RNAi）とよばれる技術を用いた研究を行い、３種の
酵素のうち１つの生成を遺伝子操作により抑えた。その結果、従来よりカフェイン含量が
50～ 70％低い苗木が得られた。まだコーヒー豆は得られていないが、本研究は遺伝子操
作によりカフェインレスコーヒー豆がつくられる可能性を示したもので今後の進展が期待
される。
情報通信分野 ̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶  6
膀 IP電話導入のインパクトが広がる
　今年は IP電話元年と言われ、一般家庭へのサービス提供や、企業の内線電話への導入
が進み、電話料のコスト低減効果に注目が集まっている。しかし、本格普及には、緊急通
報やユニバーサルサービス（国内どこでも適切な料金で電話を利用可能）の維持などの課
題解決が必要であり、また、一般加入電話からのシフトは旧来の通信事業者の収益構造へ
大きく影響を与え、長期的な通信インフラ投資停滞を招かないかといった懸念がある。
　一方、IP電話にはコスト低減効果だけでなく、電話とインターネットの統合によるイ
ンターネット上のアプリケーションと連携した新しいコミュニケーション手段としての大
きな発展可能性がある。
ナノテク・材料分野 ̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶  6
膀先端材料加工製造技術国際会議（THERMEC ’2003）で日本から発表相次ぐ
　7月 7から 11日までスペインのマドリッドにおいて、第 4回先端材料加工製造技術国
際会議（THERMEC ’2003）が開催された。特筆すべきは日本からの発表と参加者が全体
の 1/4程度を占めていたことである。この会議は、鉄鋼、非鉄金属材料、バイオマテリア
ルを含む先端材料の製造プロセス、創製、組織構造と特性評価ならびにその応用に関する
問題点を重点的に発表討論することを目的としたものであるが、今回、金属関係の発表が
多かった中で、エコマテリアル、バイオマテリアル、スマートマテリアル等もセッション
テーマとして取り上げられたことは注目される。
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製造技術分野 ̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶  7
膀カーボンナノチューブを用いたナノサイズのアクチュエータが試作される
　米国カリフォルニア大学バークレー校のA.M.Fennimore らは、カーボンナノチューブ
が捩れに強いことを利用して、ナノメーターサイズで電気的に動く金属羽根の構造を作製
し、動作させることに成功した（Nature, vol.424, p.408（2003））。この微小機械は、カーボ
ンナノチューブを捩れ軸として、金属の羽根に± 90°の回転動作をさせることができる。
この微小アクチュエータは、広い周波数帯域や温度条件で動作し、また、真空中や厳しい
化学的環境下でも機械としての耐久性に優れる部品を目指しており、応用としては、可視
光の波長とほぼ同じ大きさの光スイッチや、バイオケミカルチップ上での液体の流動操作
や流速検知、電磁発信機構などが提案されている。
グライコインフォマティクス展開の必要性 ̶̶ 8
　真核細胞においてタンパク質や脂質に結合している糖の鎖「糖鎖」が核酸、タンパク質
に次ぐ第三の“鎖”として脚光を浴びている。
　現行の糖鎖研究では、糖鎖の構造解析、糖鎖の発現ならびに役割の解析、糖鎖合成法の
開発、疾患への関与の解明などが主たる研究課題となっている。このような研究が進めば、
将来的には、感染症の予防薬、感染症や免疫の制御、糖鎖を用いたがんの免疫療法、発
生分化の制御、（人工）臓器移植時の拒絶反応の克服など多方面にその効果が期待できる。
しかし、このためには、分子レベルでの糖鎖の機能解析、すなわち、糖鎖分子と相互作用
をする相手の分子の探索、相互作用の情報が伝えられていくメカニズムを分子レベルで解
析することが必要である。けれども、機能性糖鎖と、糖鎖の結合位置の同定が困難である
ことなどから、なかなか糖鎖機能研究は分子レベルまで進めないのが現状である。
　この課題を克服するために、「グライコインフォマティックス」という新しい研究領域
に取り組むことが必要である。「グライコインフォマティックス」とは、糖鎖構造と糖鎖
機能のデータを取得、蓄積し、相互に活用しながら糖鎖の構造と機能の研究、ならびに、
応用研究を推進しようというものである。この研究が分子レベルでの糖鎖機能解析を加速
するであろう。
　まず、第一段階として、基盤となる糖鎖に関するデータベースの整備が必須である。細
胞や個体の糖鎖の総体（グライコーム）を、細胞間や個体間で比較検討できるデータベー
スの整備が求められている。個々の糖鎖の精緻な構造を蓄積したデータベースは有意義で
あるが、糖鎖構造解析の難しさから、これには非常に時間がかかる。したがって、これに
次ぐ情報として、どういった情報の集積が有効であるかを検討することが、技術的課題で
ある。集積する情報として、例えば、質量分析結果と、特異的に結合するタンパク質との
親和性等を組み合わせたものが考えられる。
　グライコインフォマティックス研究を立ち上げ、展開を図るためには、まず、集積する
情報やデータベース構築法の検討といった方法論の確立し、その後、継続的運用のための
方策を検討することとなる。
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ロボット技術の研究開発動向
̶生活支援ロボット実用化促進に向けて̶ 　̶̶ 14
　一般家庭向け掃除ロボットの商品化が相次いで発表され、留守番や警備を目的としたロ
ボットも販売が開始されている。少子・高齢化が進む将来の日本において、これら生活支
援ロボットは大きな市場を形成すると期待も寄せられている。
　この生活支援ロボットは、これまで日本の産業を支えてきた製造業用のロボットとは、
必要とされる技術、システムとしての機能、ロボットの活動場所等において、大きく異な
るものである。技術的には、入力信号としての各種センサの高性能化やこれらセンサの情
報に基づく情報処理の高性能化、出力としての駆動系の小型・高性能化が一層求められる。
　日本は、製造業用のロボット生産シェアが高い事から、ロボット技術全般の開発競争力
では欧米に対して優位と一般的に思われている。ところが、先端分野である生活支援ロボ
ット技術では、要素技術でさえも優位とはなっていない。基礎となる技術が 20年以上も
前に開発された製造業用ロボットの技術と比べて、必要とされる技術領域が大きく異なる
生活支援ロボットの分野で、技術競争力を有していけるかは疑わしい。
　現在の日本のロボット研究の課題として、開発の目的やシステムとしてのゴールが曖昧
である事、民間企業と大学とで開発内容の大きな乖離が見られ両者でつながりが少ない事
の２点がある。これまでロボットの実用化を主に支えてきた民間企業が国際競争の激化に
伴い、ビジネスに直結する開発に重点化する一方で、大学では学術論文の書ける新規機能
の開発のみに終始する場合が多い。ロボット・コンテスト等で学生の人気が高く、研究人
口も多い大学の技術開発力が、少なくとも実用化と言う観点では生かされていない。
　高齢化社会を迎える日本において、生活支援ロボットに対するニーズは将来に渡って確
実に存在すると考えられる。中でも公共向けの介護作業支援や自立支援のロボットの実用
化促進は、個人向け生活支援ロボットを普及させる事も期待される。市場規模が比較的小
さく、また安全基準の整備も必要な為に民間企業が参入を躊躇するこの公共サービス分野
のロボットについて、国や地方公共団体がまとまった数量のシステムを調達もしくは補助
金により取得を推進する事により、生活支援ロボット開発の活性化と実用化を推進すべき
である。
特集̶２
原子力分野における
人材育成の必要性・現状・課題　　̶̶ 24
　近年、わが国の原子力産業は縮小傾向にある。これまで原子力産業の発展を中心的に担
ってきた世代が高齢化しており、若手世代への技術継承に早期に取り組む必要性は認めら
れるものの、全体としては、当面、原子力産業に従事する人材が量的に不足する事態は想
定しにくい。
　このような状況において、原子力人材に関する国の政策課題は、既存プラントの安全管
理・規制、原子力分野における知的資産の継承、長期的な研究開発等の観点から不可欠な
人材、特に産官学それぞれの分野で中心的役割を担いうる高い専門性を有する“基幹的人
材”を確保・育成していくことである。このような基幹的人材は育成に時間がかかり、短
期的な産業動向の変化に応じて他の分野から補充することが困難である。
　わが国の原子力人材育成に関する現状に目を転じると、大学の学部レベルでは専門科目
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よりも工学基礎科目の教育が重視され、また大学院においても、原子力工学を放射線や量
子ビームの利用等を含む広い学問分野として捉える傾向が強まり、大学における原子力発
電関連の教育カリキュラムは希薄化している。一方、原子力研究機関等による大学院生や
社会人技術者に対する原子力教育・研究支援、および、社会人技術者に対する資格認定制
度は徐々に拡充しつつある。
　このような状況を踏まえ、国は原子力分野における基幹的人材の確保・育成に向け、以
下の課題に取り組むべきと考えられる。
①原子力二法人の設備と人材を活用した人材育成拠点の形成
　日本原子力研究所と核燃料サイクル開発機構には豊富な人材と設備が存在する。これ
らを最先端の原子力研究開発のみならず大学院生や社会人技術者に対する原子力教育に
最大限活用することが肝要である。両機関の統合後の新法人においては、原子力人材の
育成拠点としての役割が求められる。すでに実施されている連携大学院制度や社会人技
術者を対象とした教育・研修制度等を一層拡充するとともに、新法人の人材と設備を活
用した専門職大学院の設立も検討すべきである。
②次世代型原子力システムの実用化に向けた研究開発の推進
　原子力産業は一般的には成熟したと見られているが、中長期的には、経済性、安全性、
核拡散抵抗性等に優れた次世代型原子力システムの導入や水素製造など原子力エネルギ
ーの新しい利用が期待され、近年、研究開発が国際的に活発化している。このような、
若手研究者にとって挑戦しがいがあり、産業的にも大規模な導入が期待される新しい原
子力システムの研究開発を国が積極的に支援していくことは、わが国の将来的な原子力
技術基盤の構築、および、原子力人材育成の観点から重要である。
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生合成する。このプロセスに３種
類のメチル基転移酵素が順番に働
いている。奈良先端科学技術大学
院大学の佐野教授らの研究チーム
は、RNA干渉法（RNAi）とよば
れる技術を用いてコーヒー豆の木
の一種である Coffea canephora を
対象に研究を行い、３種類の酵素
の１つの生成を遺伝子操作により
抑えた。その結果、従来のものよ
りカフェイン含量が50～ 70％低
い苗木が得られた（Nature Vol.423, 
p.823, 2003）。同チームは、このコ
ーヒー豆の木の苗木が成長して、
コーヒー豆をつくり出すまでは確
かでないが、そのコーヒー豆のカ
フェイン含量も低いだろうと考え
ている。カフェインレスコーヒーを
製造する際、カフェインは抽出によ
り除去されているが、このプロセス
はコストがかかり、香りも失われる。
遺伝子操作によりカフェイン含量
をおさえる方法には将来性がある
と同チームは述べている。
　本研究は遺伝子操作によりカフ
ェインレスコーヒー豆をつくるこ
とができる可能性を示したもので
今後の進展が期待される。
（Advanced Synthesis & Catalysis 
Research（ACS化研）
藤原 祐三氏）
Vol.424, pp.35-41, 2003）。それに
よると、Tn-I（アクトミオシン相
互作用阻害成分）、Tn-T（トロポ
ミオシン結合成分）ともに比較的
固い構造のα -ヘリックスが大部
分を占めるが、それらをつなぐ柔
らかい構造のループ領域が存在す
るため、全体的には非常にフレキ
シブル（柔軟）な構造を取ってい
る。また、各成分は密接に結合し、
全体としては大きく 2つの部位
（トロポミオシンへの結合部位と、
調節に関わる可動部位）に分かれ
て、それぞれ独立な機能を営んで
いる。
　わが国で発見され、細胞内カル
シウム濃度による機能調節の研究
の節目となったタンパク質の構造
が、最終的にわが国のチームによ
って解かれたことは記念すべき快
挙と言えよう。
（東京大学医科学研究所
　片山 栄作氏）
膂 遺伝子操作によるカフェ
インの少ないコーヒー豆
の木の苗木がつくられた
　カフェインを含まないコーヒ
ー豆をつくれるようになる可能
性がでてきた。コーヒー豆の木
はカフェインをキサントシンから
膀 カルシウムイオン濃度
調節タンパク質
    心筋トロポニンの結晶
構造が解かれた
　多くの細胞機能が微量の細胞内
カルシウム（Ca）イオン濃度の変
化により調節されていることは周
知の事実である。筋収縮が細胞内
のCaイオン濃度で調節されてい
ることを世界に先駆けて見出し、
そのカルシウム調節の実体である
筋収縮制御タンパク質、トロポニ
ンの存在をつきとめたのは、東京
大学医学部（当時）の江橋とその
チームの功績である。その後の詳
細な研究により、トロポニン（Tn）
はTn-T、Tn-C、Tn-I の３成分に
分けられ、それぞれが収縮調節に
及ぼす役割は明らかにされてきた
が、Tn-C（Ca 結合成分）以外の
Tn-T（トロポミオシン結合成分）
とTn-I（アクトミオシン相互作用
阻害成分）の構造解析は進んでい
なかった。
　このほど理化学研究所播磨研究
所の前田らのチームにより、ヒト
心筋トロポニン複合体のコア部分
のＸ線結晶回折がSPring‐8を用
いて行われ、Caイオン結合型の
原子モデルが発表された（Nature 
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膀  IP 電話導入のインパ
クトが広がる
　今年は IP 電話元年と言われ、
インターネット・サービス・プロ
バイダー（ISP）がブロードバン
ドユーザーに IP電話サービスの
提供を始め、また、大企業が企業
内の内線電話に IP電話を導入す
る例があり、電話通話料のコスト
低減効果に注目が集まっている。
　ISP の IP 電話サービスの通話
料金は、距離に関係ない時間制で
特に遠距離通話が格安となる。ま
た、基本料金はインターネット利
用料金に含まれ、同じ ISPの利用
者であれば、通話は無料である。
　現在の IP電話には IPアドレス
のみが割り振られているので、一
般加入電話からの着信はできない
が、11月から開始される「050サ
ービス」によって IP電話に電話
番号が付けられる。これによって、
一般加入電話や異なる ISP の IP
電話からの通話が可能となり、IP
電話の普及はさらに進むと考えら
れている。
　一方、企業への導入では、既存
のイントラネットの設備を利用し
てその上に内線電話網を構築する
ことが可能であり、構内交換機な
どは不要である。また IP電話機
の低価格化も進み、初期導入コス
トを低く抑えることも可能となっ
てきた。さらに、イントラネット
に無線LANを接続すれば、内線
電話の無線化（IP携帯電話）が可
能で、場所に固定した電話から個
人が携帯する電話に変身できる。
通信機器メーカーは IP電話機を
増産する計画で、2003年度出荷額
は前年比３割増の見込みである。
　しかしながら、IP 電話の本格普
及には、緊急通報やユニバーサル
サービス（国内どこでも適切な料
金で電話を利用可能）の維持問題
などの課題解決が必要である。ま
た、一般加入電話から IP電話へ
のシフトが進むと旧来の通信事
業者は通話料収入が激減する可
能性があり、収益構造に大きな影
響を受ける。過去、通信インフラ
構築を担ってきた旧来の通信業者
は、長期的な通信インフラ投資が
できなくなり、日本の次世代通信
インフラ構築が停滞する恐れがあ
る。現時点では IP電話の多くは
ADSL を利用して提供されてお
り、光ファイバへの置き換えに対
して阻害要因となる危険がある。
　電話がインターネットと統合さ
れることによって、インターネッ
ト上のアプリケーションとの連携
が可能となり、例えば、スケジュ
ール表から電話を移動先の電話
（社内、携帯）へ転送する、外出
先からメールを音声で確認する、
複数ユーザーがパソコンのアプ
リケーションを共有しながら音声
会議をする、相手が在席中、会議
中、外出中などの状態に応じて電
話、電子メールなどを選択して通
信する、など新しい使い方によっ
て業務効率を上げることが可能で
ある。
　このように IP電話は、コスト
低減の利点だけでなく、新しいコ
ミュニケーション手段として発展
していく可能性を持っている。
情報通信分野
用語説明
IP 電話
　音声通信を従来の電話通信網を
介さずインターネットを介して行
うものであり、インターネットに
接続され音声通信機能を持ったＰ
Ｃや、インターネット通信機能を
持った電話機によって通話する。
ナノテク・材料分野
膀 先端材料加工製造技術
国際会議（THERMEC 
’2003）で日本から発表
相次ぐ
　７月７から 11 日までスペイ
ンのマドリッドにおいて、先
端材料加工製造技術国際会
議（International Conference on 
Processing & Manufacturing of 
Advanced Materials；THERMEC 
’2003）が開催された。
　この会議は元々加工熱処理プ
ロセスに関する国際会議として
はじまったもので、今回は、日本
（1988）、オーストラリア（1997）、
米国（2000）に続く第４回会議と
して、ヨーロッパで初めてマドリ
ッド郊外のカルロスⅢ世大学で開
催された。主催者の発表によれば
会議参加者は 750名、投稿論文数
は 800件を越えた。このうち日本
から約 200件の発表があり、全体
の 1/4を占めていたことは特筆さ
れる。
　今回の会議は、鉄鋼、非鉄金属
材料、バイオマテリアルを含む先
端材料の製造プロセス、創製、組
織構造と特性評価ならびにその
応用に関する問題点を重点的に
発表討論することを目的としてい
た。各種金属系材料の創製、組織
構造/特性ならびに応用に関する
材料科学と技術問題に関する最近
の進展を中心に討論が行なわれ、
科学技術トピックス
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膀 カーボンナノチューブ
を用いたナノサイズの
アクチュエータが試作
される
　MEMS（Mi c r o  E l e c t r o -
Mechanical Systems：マイクロメ
ーターサイズの機械システム）よ
り微細なナノメーターサイズのシ
ステムは、NEMS（Nano Electro-
Mechanical Systems）と呼ばれて
近年研究が開始されているが、大
きさに対する表面積の増大などが
影響するため、単なる微細化とは
異なった発想による機械構成の探
索も行なわれている。
　米国カリフォルニア大学バー
クレー校のA.M.Fennimore らは、
シリコンチップ上にカーボンナ
ノチューブを用いたナノメータ
ーサイズのアクチュエータを試
作し、動作させることに成功した
（Nature, vol.424, p.408（2003））。
カーボンナノチューブの新しい使
い方として、捩れに強いことを利
用して回転角の大きな機械的動作
が可能になった。彼らの研究は、
同程度の大きさの有機物（分子）
アクチュエータに比べて、より
広い周波数帯域や温度条件で動作
し、また、真空中や厳しい化学的
環境下でも機械としての耐久性に
優れる部品を目指している。
　このNEMSアクチュエータは、
300～ 500nm程度の大きさで電気
的に動く長方形の金属羽根を、１
本の多層カーボンナノチューブ
の途中に貼り付けてある。この
羽根を取り囲むように、左右に２
個と下部に１個の計３個の固定子
が配置されており、羽根と各固定
子に対して独立に電圧を印加する
と、カーボンナノチューブを捩れ
軸として、金属羽根に±90°の回
転動作をさせることができる。カ
ーボンナノチューブは、羽根の回
転動作の軸心になっていると同時
に、羽根に電気的なコンタクトを
とる導体としての役割も果たして
いる。各印加電圧を制御すること
で羽根の動く方向やスピードを制
御するが、回転性能にはカーボン
ナノチューブの捩りバネ係数やせ
ん断弾性係数といった機械的定数
が大きく影響する。このアクチュ
エータの構造は、原子間力顕微鏡
（AFM）を用いたカーボンナノチ
ューブの移動操作や、走査型電子
顕微鏡（SEM）の基本部分である
電子ビームを使ったリソグラフィ
ー（EB Lithography）といった微
細加工技術を用いて作製された。
　上記論文では、このような微小
アクチュエータの応用分野も提案
されており、例えば、羽根を鏡と
して用いて高速の光スイッチを形
成すると、可視光の波長とほぼ同
じ大きさのスイッチを高集積化で
きることになる。さらに、シリコ
ンチップ上で化学反応を起こさせ
るバイオケミカルチップ上で液体
の流動操作や流速検知に用いるこ
とや、電荷の蓄積した羽根を微小
な電磁発信機構として機能させる
ことも提案されている。
また先端材料としての金属基複合
材料、金属間化合物、インテリジ
ェント/スマートマテリアル等に
関するセッションも設けられるな
ど、テクニカルセッションは５日
間にわたり８セッションが並行す
るプログラムで、広範な材料をカ
バーする国際会議であった。なお、
Proceedings books は５巻 4640 ペ
ージにも達した。
　一般講演では鉄鋼材料（Steels）
に関する発表が最も多く、主とし
て日本の超鉄鋼やスーパーメタル
に見られる様に、熱間圧延急冷プ
製造分野
ロセスを利用した超微細粒組織に
よる材料特性改善機構に関して検
討されており、現在の鉄鋼材料分
野における開発動向の世界的な潮
流を反映しているものと考えられ
る（科学技術動向 2002 年７月号
「特集３：微細結晶粒金属材料の
研究開発動向」参照）。
　また耐熱合金（Super Alloys）
のセッションでは、合金開発が日
本では主としてガスタービン用材
料として進められているが、欧米
では航空機エンジンを念頭に開発
されるなど、材料開発の目的や用
途は各国の競争力を有する製造技
術分野を反映していた。
　金属関係の発表が多かった中
で、エコマテリアル、バイオマテ
リアル、スマートマテリアル等も
セッションテーマとして取り上げ
られており、世界的に普及しつつ
あるエコマテリアルの概念が実効
性を有するためには、ライフサイ
クルでの環境負荷低減、資源循環
性、資源生産性などが重要になる
との発表が相次いだ。
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２‐２
役　割
　糖鎖の役割は大きく３つに分け
て考えることが出来る。
　１番目は、糖鎖の結合してい
るタンパク質あるいは脂質に対す
る、安定性の付与、溶解性の調節、
細胞内での局在性の制御、分解酵
素からの保護等の作用をあげるこ
とが出来る。
　２番目は、細胞間情報伝達の
アンテナとしての役割である。例
えば、細胞間の認識や細胞接着に
おいて重要な役割を演じているこ
と、ウイルスや細菌が宿主に感染
する時の認識の場となること、細
特集膀
グライコインフォマティクス
展開の必要性
客員研究官　辻　　崇一 *
ライフサイエンス・医療ユニット　島田　純子
1．はじめに
　グリコーゲン、でん粉、セル
ロースなど生体エネルギー源や
細胞・組織の構築材料としての糖
質は昔から知られている。それと
は違った“糖”､すなわち、主に
細胞表面に存在していてタンパク
質や脂質に結合している糖の鎖が
「糖鎖」として存在している。最近、
「糖鎖」が、核酸、タンパク質に
次ぐ第３の“鎖”として脚光を浴
びている。糖鎖研究に関しては本
誌 2002 年１月号「特集：第三
の生命鎖糖鎖とポストゲノム解
析」１）にまとめられている。以
後、プロジェクト研究も立ち上げ
られ、糖鎖研究が推進されている。
本稿では、糖鎖研究からより多く
の成果を得るためには、現在の糖
鎖研究推進施策に加えて、分子レ
ベルでの糖鎖の機能解析を加速す
ることを可能にする「グライコイ
ンフォマティックス」という新し
い研究の推進が必要であることに
ついて述べる。
2．糖鎖の構造的な特徴と役割１～４）
２‐１
構造的な特徴
　真核細胞では、タンパク質や
脂質の多くは糖鎖を身に付けてい
る。糖鎖の付加したタンパク質、
脂質をそれぞれ糖タンパク質、糖
脂質という。糖鎖の構造には、核
酸やタンパク質構造とは異なった
大きな特徴がある。核酸やタンパ
ク質の場合、結合様式は基本的に
は１種類しか存在せず、直鎖状の
構造をとる。しかし、糖鎖は構成
単糖に複数の結合可能な部位が存
在するため、枝分かれした構造を
持つ。また、これに加えて、構成
単糖、鎖の長さなどに多様性があ
り、非常に複雑な構造をとる。こ
の糖鎖構造の多様性が、糖鎖機能
に重要な意味を持つに違いないと
考えられている。
　図表１　細胞膜表面に存在する糖鎖
参考文献５）をもとに科学技術動向研究センターにて一部改変
*
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特集1
胞の分化の開始に関与しているこ
となどが明らかとなっている。さ
らに、個体発生・形態形成・受精、
がんの増殖および転移などにも関
与することが知られている。しか
し、これらについては、いずれも
分子レベルでの解析にはほとんど
至っていない。
　３番目は、個を識別する手段
としての役割である。糖鎖は生
物種ごとに基本構造は維持され
ているがそれ以外の部位は生体
により異なる。場合によっては、
一生物種の中の集団ごとに異な
る場合もある。例えば、ABO- 型
の血液型は、糖鎖の違いにより
決定されている。
　糖鎖の持つこれらの役割を分
子レベルで解析することができ
れば、感染症の予防薬の開発、感
染症や免疫の制御、糖鎖を用いた
がんの免疫療法への展開、（人工）
臓器移植時の拒絶反応の克服、発
生分化の制御など多方面にその効
果は期待できる。
3．糖鎖研究の現状
３‐１
これまでの糖鎖研究の進展１～６）
　エリスロポエチンは赤血球の産
生を調節する因子として知られて
いるが、ヒトのエリスロポエチン
を遺伝子操作により、バクテリア
に合成させたものは活性がない。
その理由は、バクテリアに合成さ
せたエリスロポエチンには、ヒト
型の糖鎖が結合していないためで
あることが、1980年代後半に明ら
かになった。こうした研究から、
「糖鎖」が、核酸、タンパク質に
次ぐ第三の“鎖”として考えられ
るようになった。
　ヒトゲノムプロジェクトの進展
も寄与して、多くの糖鎖関連酵素
（糖鎖を合成・分解・修飾する酵
素の総称）の遺伝子クローニング
が相次いで成功し、その遺伝子を
用いた研究が可能になってきたこ
とから、糖鎖研究は新しい段階に
入っている。即ち、糖鎖が持つ役
割を明らかにする研究が推進され
始めている。
　これまでの糖鎖研究の進展に対
する日本の貢献は大きい。事実、
糖鎖工学技術の特許出願件数にお
いて、日本の比率は、他のバイオ
テクノロジー基幹技術に比べて圧
倒的に高く、全体の 55％を日本
が押さえている（図表２）。また、
糖鎖合成に関与する遺伝子は少な
くとも 300種あると考えられてお
り、現在これらのクローニングが
国際競争になっているが、図表３
に示すように、クローニングが終
了している遺伝子の59％が日本の
研究グループによるものである。
さらに、２年に１度開かれる糖
鎖関連の２大国際会議における発
表者の中で日本人の占める割合が
高いこともこれを裏付けている。
国際糖質化学シンポジウム（Int. 
Carbohydrate Symposium（Cairns, 
2002））で 24%、国際複合糖質シ
ンポジウム（Int. Symposium on 
Glycoconjugate（Hague, 2001））
で 28%である。
世界各国に出願された特許出願を分析、優先権主張年が1991‐2000年を対象としている
参考文献７）をもとに科学技術動向研究センターにて一部改変
　図表２　バイオテクノロジー基幹技術の技術別出願人国籍別出願比較
　図表３　 現在までにクローニングされた
 糖転移酵素遺伝子の国・地域別割合
産業技術総合研究所糖鎖工学研究センター成松  久博士作成資料をもとに科学
技術動向センターにて一部改変
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３‐２
現在の取り組み
　現行の糖鎖研究の主たる課題は
図表４に示すように、大きく4つ
の柱からなっており、これらの研
究課題が、以下のプロジェクトに
おいて、推進されている。
　経済産業省では、2002 年度よ
り、「健康維持・増進のためのバ
イオテクノロジー基盤研究プロ
グラム」の１つとして、「糖鎖エ
ンジニアリングプロジェクト（糖
鎖構造解析技術開発）」を開始し、
2002 年度補正予算に約 11 億円、
2003 年度予算に９億円計上した。
ここでは、従来にない革新的な糖
鎖構造解析技術や糖鎖構造同定方
式を樹立するシステム・装置の開
発や、糖鎖同定のための標準糖鎖
試料や機能解析に必須な糖タンパ
ク質等を容易に合成するシステ
ム・装置の開発を行うことを目的
としている。
　文部科学省では、「糖鎖機能等
を活用した新産業育成支援」が、
「経済活性化のための研究開発プ
ロジェクト（リーディングプロジ
ェクト）」の１つとして推進され
ており、2002 年度補正予算に 10
億円が計上された。また、科学技
術振興事業団（JST）の戦略的創
造研究推進事業（CREST）にお
いては、「糖鎖の構造と機能の解
明」という研究領域が設定され、
2002‐2004年度にかけて公募され
た研究テーマによる基礎的研究が
推進されている。
　図表４に示した研究課題に対し
ては、糖鎖機能に対する関心の高
まりや、質量分析計、蛍光標示式
細胞分取器（FACS）など各種分析
機器の発達などがあり、欧米でも
積極的に取り組まれ始めている。
　図表４　現行のプロジェクトによる主たる研究課題
参考文献１）をもとに科学技術動向研究センターにて一部改変
4．糖鎖研究の課題
　糖鎖研究においては、機能を持
つ糖鎖を同定し、その糖鎖が何と
相互作用をして、情報がどのよう
に次へ伝えられていくのかという
詳細な分子レベルでの研究が必要
である。現行の糖鎖研究は、プロ
ジェクト進行に伴い発展を見せて
いるが、分子レベルでの解析にま
ではなかなか到達していないのが
現状である。分子レベルでの知見
がなければ、その波及効果として
期待できる糖鎖機能の有効な利用
法の開発は望めない。それでは、
なぜ分子レベルでの糖鎖の機能
解析がなかなか進まないのだろう
か？　この問題に関して糖脂質と
糖タンパク質、それぞれ異なった
課題を抱えているが、大局的には
糖脂質の課題は、糖タンパク質の
課題に重なることから、糖タンパ
ク質研究に絞って問題点を以下に
整理する。
４‐１
構造に関する有効な
データベース構築の必要性
　特定のタンパク質がどのよう
な糖鎖を持っているかを研究する
ために、結合している糖鎖を切り
取ってきて、糖鎖ごとに単離精製
し、その構造を調べる研究が続い
ている。糖鎖の構造決定は、糖鎖
の自動配列解析装置がまだ開発さ
れていないこと、特定の結合だけ
を切る酵素をそろえる必要がある
こと、複雑な手技を習熟する必要
があることなどから、つぎ込まれ
る人力・経費の割には成果がなか
なか伴わないことが多い。糖鎖１
分子の構造を決めるのに数ヶ月か
かることは珍しくない。通常 2～
10本糖鎖が付いているので、１つ
の糖タンパク質の糖鎖の構造を全
て決めるのに 2～ 3年掛かるのが
普通である。これまでに 50種前
後とごく限られた糖タンパク質糖
鎖に関するデータは蓄積され、一
部データベース化されている。し
かし、データの規模が小さいこと、
特定の構造を持つ糖鎖の検索がほ
とんどできないことから、データ
ベースとしての実用性に乏しいの
が現状である。
４‐２
糖鎖の付加している
位置情報の必要性
　糖鎖の構造を調べる際、結合し
ている糖鎖をまるごと切り出し単
離精製する。この時、それぞれの
糖鎖がタンパク質のどの位置のア
グライコインフォマティクス展開の必要性
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ミノ酸に結合していたか、という
位置情報が得られず、このデータ
の蓄積が殆どないということが問
題となっている。例えば、エリス
ロポエチン（糖ペプチドホルモン
の１つ）や、免疫不全症候群の原
因タンパク質で、特定の位置のア
ミノ酸に適切な糖鎖が付いている
か否かで、そのタンパク質の本来
の機能が発現されたり、されなか
ったりという事例が報告されてい
る。糖鎖がどの位置に付いている
かという情報は、これから糖鎖の
機能を分子レベルで研究する際に
どうしても必要になってくる。
４‐３
機能性糖鎖の同定の必要性
　糖鎖は、糖鎖が関与している生
命現象において、単独ではなく、
糖鎖の情報を認識する別のタンパ
ク質などと協力して機能を発揮し
ている。それら情報の受け手とし
ての分子が、どのようにして糖鎖
の情報を読み込むのかというメカ
ニズムの解明が、糖鎖の機能研究
上必須である。
　ところで、糖鎖は、全てが機能
を持っているのではなく、ごく限
られた糖鎖が機能を持っている。
現在のところ、糖鎖集団の中で、
実際に「機能」に関与している糖
鎖の同定が難しい場合が多い。糖
鎖集団が複雑で扱いにくいため、
その中から機能性糖鎖の候補を絞
り込むことさえできない場合や、
１つの糖鎖が機能を担っているの
ではなく、複数の糖鎖が担ってい
て、機能性糖鎖の同定がさらに難
しくなっている場合などがある。
　機能性糖鎖の同定ができれば、
その糖鎖を大量に合成して、糖鎖
の情報を認識するタンパク質の探
索をすることがはじめて可能とな
り、糖鎖とタンパク質分子がどの
ようにして情報のやり取りをして
いるのかという本来の分子レベル
での糖鎖機能解析が可能となる。
４‐４
糖鎖研究の課題のまとめ
　個々の糖鎖構造を決めるには、
時間と労力を必要とすることか
ら、糖鎖構造決定の前に、何ら
かの方法で機能性糖鎖の同定な
らびにタンパク質上での糖鎖の
結合位置の決定ができれば、直
接機能に関与していない糖鎖に
ついては、単離精製や糖鎖構造
決定を後回しにすることができ、
経費と時間の節約が可能となる。
そして、効率的に、糖鎖の構造を
決め、機能解析を進めることが可
能となり、研究の進展が望めるこ
とになるだろう。
5．グライコインフォマティクス研究の必要性
 ̶ 糖鎖研究の課題を克服する１つの方法
　前項で述べた課題を克服するこ
とができれば、すなわち、糖鎖結
合位置と機能性糖鎖の同定のため
の方法論が確立すれば、糖鎖機能
の分子レベルでの解析が進展し、
糖鎖研究に大きな弾みがつくこと
になる。このために、「グライコイ
ンフォマティクス」という新しい
研究領域に取り組む必要がある。
５‐１
グライコインフォマティクス
の概念
　グライコインフォマティクスと
は、糖鎖構造と糖鎖機能のデータ
を取得、蓄積し、相互に活用しな
がら糖鎖の構造と機能の研究、な
らびに、応用研究を推進しようと
いうものである。この際に、バイ
オインフォマティクスの基盤技術
を活用する。
　バイオインフォマティクスは生
物学、医学、行動学、健康に関す
るデータの取得、蓄積、体系化、
データベース化、解析および可視
化を含めた展開のためのコンピュ
ータツールおよびアプローチの研
究、開発または応用と定義されて
いる８）。現在は主に、DNA、タン
パク質などを対象としており、情
報のデータベース化や、予測プ
ログラムの開発などが行われてお
り、他の生命科学分野の研究の進
展に貢献している。
　グライコインフォマティクスと
いう言葉はまだ定着してはいない
が、この立ち上げに向けた糖鎖に
関するデータベースを構築しよう
という動きが見え始めている。こ
の動きは、国内に留まらない。質
量分析関係の学会抄録などを見る
と、米国The Burnham Inst. の H. 
Freeze らのグループなどが、糖
鎖に関する新規データベース作り
を視野に入れた研究を始めている
ことが推測できる。
５‐２
グライコインフォマティクス
展開の技術的な課題
　糖鎖研究の課題克服のために
は、糖鎖結合位置と機能性糖鎖同
定の方法を確立し、基盤となる糖
鎖に関するデータベースを整備す
ることが必須である。細胞や個体
の糖鎖の総体（グライコーム）を、
細胞間や個体間で比較検討できる
データベースの整備が求められて
いる。個々の糖鎖の精緻な構造を
蓄積したデータベースは有意義で
あるが、糖鎖構造解析の難しさか
ら、これには非常に時間がかかる。
したがって、これに次ぐ情報とし
て、どういった情報の集積が有効
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能になれば、今までと異なった個
人の健康状態の監視が可能となる。
がん化、老化や発生分化などの各
過程で糖鎖はダイナミックに変化
していくことは事実で、個人のグ
ライコームデータを経時的に追跡
することにより、がんの発見や転
移の状態の把握、あるいは老化の
進み具合など健康状態の新しいモ
ニターができることにもなる。
５‐４
グライコインフォマティクス
展開の方策
　実際に、グライコインフォマテ
ィクスを立ち上げ、展開を図るた
めには、以下の２期に分けて考え
る必要がある。
盧第１期：方法論の確立
　糖鎖の構造情報を獲得するため
の質量分析計の改造、集積すべき
５‐３
グライコインフォマティクス
の効用
　グライコインフォマティクスが
立ち上がり、基盤となるべきデー
タベースが充実するにつれ、糖鎖
の構造情報、機能情報が上手く活
用できるようになる。そうすれば、
分子レベルでの糖鎖機能解析が発
展することとなり、図表４に示し
た既存のプロジェクト研究に大き
な弾みがつくことになる。
　その波及効果として、感染症（予
防）薬剤の開発、感染症や免疫の
制御、がんの糖鎖免疫療法、（人工）
臓器移植の拒絶反応の克服、発生
分化の制御、糖鎖認識人工受容体
の創生などが可能となる。また、
別の応用例として、個人のグライ
コーム（糖鎖の総体）の情報を蓄
積し、経時的に追跡することが可
であるかを検討することが、技術
的課題である。
　そこには２種類の課題が存在し
ている。①蓄積する構造情報の検
討、②データベースへの収納法、
データベースからの情報の検索法
の検討と実際の開発、データベー
スの運用方法の検討、という課題
である。
　①については、先に記したよう
に、個々の糖鎖構造そのものを決
める現行の方法では、莫大な時間
と経費を必要とするため、本来の
糖鎖構造そのもののデータを収容
するのは現実的ではない。本来の
糖鎖構造に代わるデータで、しか
も、迅速、かつ微量の試料で得ら
れる情報として何を用いれば良い
のか検討が必要である。
　例えば、糖タンパク質の質量分
析データを活用する方法が１つの
候補として考えられる。糖タンパ
ク質の分析に有効であると考えら
れているMALDI-TOF（マトリ
ックス支援レーザー脱離イオン化
飛行時間型）質量分析装置①を用
いると、タンパク質側の糖鎖結合
位置情報と、糖鎖の分子量、構成
単糖の配列情報を得ることが出来
る。ただし、質量分析計を用いる
と、糖鎖を構成する単糖の異性体
の区別ができないので、これらの
異性体を区別する付加的な情報が
必要である。この例として、糖鎖
の異性体構造までも区別し、糖鎖
構造により異なった力で結合する
タンパク質（レクチン②、糖鎖に
対する抗体、糖鎖を合成あるいは
切断する酵素など）を複数用い、
それぞれのタンパク質と糖鎖との
親和性の比較から、「異性体」情
報に相当する情報を得ることは可
能である。
　②に関しては、技術的な困難さ
と言うよりも、今まで取り組まれ
ていないことが問題である。情報
科学者の参加を仰ぎ検討していく
ことが必要である。
科学技術動向研究センターにて作成
   図表５　グライコインフォマティクスとその役割
用語説明
①MALDI-TOF（マトリックス支援レーザー脱離イオン化飛行時間型）
 質量分析装置
　このイオン化法は、島津製作所の田中耕一氏らにより開発された技術であり、
これにより、生体高分子の質量分析が可能となった。2002年ノーベル化学賞の
受賞理由となった技術である。
②レクチン
　1888年 Stillmarkがヒマの実の抽出液が種々の動物の血球を凝集させることか
ら発見されたタンパク質。糖鎖の特異的な構造を認識するタンパク質群の総称。
グライコインフォマティクス展開の必要性
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　ポストゲノム時代となり、今後
の糖鎖研究は、分子レベルでの機
能解析に向けた、次の新しい段階
に入ろうとしている。そういった
状況において、「グライコインフ
ォマティックス」という新しい研
究を推進することが必要である。
グライコインフォマティックス
は、分子レベルでの糖鎖の機能解
析を加速することを可能にするで
あろう。
　これに取り組むに当たって重要
なことは、細胞や個体の糖鎖の一
部ではなく、総体（グライコーム）
をとらえることである。精緻なデ
ータより、網羅的なデータを得て、
これを比較検討できるインフォ
マティクスならびにデータベース
が、分子レベルでの解析に寄与す
るのである。
　これまでの糖鎖研究を振り返っ
て見ると、日本のポテンシャルは
高く、世界をリードしてきた。こ
のポテンシャルを生かすために
は、「グライコインフォマティッ
クス」に取り組み、糖鎖研究をさ
らに発展させるべきである。
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データの検討、データベースへの
集積法の検討を行う。最終的に、
糖鎖の構造と機能を相互に検索利
用のできるデータベースの構築を
目指す。
　これには、糖鎖研究者をはじめ
とする異分野の研究者が一堂に会
して、問題点を整理検討し、有効
な方法を模索しながら基礎的な立
ち上げを行うことが必要で、一極
集中型のプロジェクトを組む必要
がある。5年から 8年の時限とし、
40～ 50人の研究者が参画するこ
とが必要であると考えられる。
盪第２期：継続的な運用
　実際にデータを集積し、運用しな
がら活用していく。DNAの塩基配列
情報は日本DNAデータバンク（DNA 
Data Bank of Japan; DDBJ）がデ
ータの集積、運用を行っているよ
うに、糖鎖の構造情報、機能情報
に関してデータの集積、運用を管
理するデータベース管理機関を設
立し運営をしていくことを検討す
る必要がある。
6．おわりに
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ロボット技術の研究開発動向
̶生活支援ロボット実用化促進に向けて̶
情報通信ユニット　小松　裕司
1．はじめに
１‐１
アトム誕生の年
　今年、漫画の中で「鉄腕アトム」
が“誕生”したとされる４月７日に
合わせて、日本各地でさまざまな
イベントが開催された。世界最大
級のパートナーロボットの博覧会
である「ROBODEX（ロボデックス；
Robot Dream Exposition）」１）にお
いても、人と共生する事を目指し
た約80種のロボットが展示され、
４日間で７万人近くの一般来場者
が訪れた。今回が第３回目となる
この博覧会では、回を重ねる毎に
出展数も民間企業や大学からを中
心に順調に伸びている（図表１）。
　今年のROBODEXでは、ヒュ
ーマノイド型２足歩行ロボット
が前後左右の各方向からの外力に
よりバランスを失って転倒する場
合、受け身を取って衝撃を和らげ
ながら転び、その後自力で起き上
がる等の機能が実演された。また、
人の輪郭や 10人程度までの人の
顔を覚え、人物の検出および認識、
異常時の通報等を含めた留守番機
能を持つロボットについても紹介
された。
１‐２
ロボット技術に対する
期待と不安
　現在の日本のロボット生産額
は、製造業向けのロボットを中心
に 1990 年代以降、約 5000 億円前
後を推移している２）。この殆どは
自動車産業や電機産業の用途を中
心とした産業用ロボットであり、
非製造業分野での利用はこれまで
極めて少なかった。ところが一般
家庭向けとして、1999 年に４足
歩行犬型ペットロボットのAIBO
（アイボ）３）が発売され、人気を
集めてからは、このパーソナル・
ロボット市場が注目を集める事に
なる。その後この領域へ複数の民
間企業が参入し、一般家庭向けロ
ボットは現在年間 50億円程度の
市場を形成している。
　日本ロボット工業会が行なった
長期的なロボット市場の予測４）を
図表２に示す。今後は特に生活
分野におけるロボット市場が拡大
し、2010 年に 1.5 兆円、2025 年に
は 4.1 兆円もの規模になると予測
されている。
　日本は今世紀、他国に先駆けて
少子・高齢化が急速に進行するの
が確実となっている。この将来の
日本の社会に向けて、特に高齢者
の健康管理や生活を支援する家庭
用ロボットに対する期待が高まっ
ている。また、かつては世界のど
の国よりも安全と言われた日本に
おいても日常生活の安全・安心に
対する懸念が高まり、例えば留守
宅の監視を目的としたロボットの
応用も注目を浴びている。一方で、
ロボットを発達した次世代の情報
端末機器ととらえ、キーボード等
よりも使い易いヒューマン・イン
タフェースとして、情報弱者を支
援する機能も期待されている。
　図表 1　 ロボット博覧会 ROBODEX における
 出展者数の推移
ROBODEX公式ホームページ１）を元に科学技術動向研究センターに
て作成
ロボット技術の研究開発動向̶生活支援ロボット実用化促進に向けて̶
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２‐１
基本構成要素
　現在は、玩具を含めてロボット（注１）
と呼ばれる様々な機械が作製されて
いる。この様子は、生物の進化にな
ぞらえて“カンブリア大爆発”とも
表現されている。この様にロボット
は現在多様化が進行中であり、『ロボ
ット』そのものの定義も現時点では
確立されていない。
　図表３は本稿が対象とするロボ
ットの基本構成要素を人間と対比
させて示したものである。ここで
は、何らかの入力情報に対して、
この情報を処理する為のCPU等
のコンピュータ、および出力とし
て機械的な駆動系を有しているも
のをロボットと呼ぶ（注２）。
　近年の進んだコンピュータに
は、音声や画像等の入力機能を有
するものもある。ロボットが、こ
れらのコンピュータと異なる点
は、何らかの機械的な駆動系の出
力を有する点である。また、従来
のメカトロニクスと、頭脳として
のコンピュータや入力器官として
のセンサ類が融合したものがロボ
ットととらえる事も出来る。
　図表４は、ロボットの入力器官
としてのセンサの有無や動作環境
およびこれら２つをベースとした
ロボット自身の行動決定の為の情
　また、ロボットが新たな産業を
創出するという考えから、近畿や
岐阜、九州等の地域において地域
振興プロジェクトを立ち上げる例
も見られる５～７）。
　この様なロボットに関する近年
の動向から、日本において産業用
ロボットが普及した1980年代初め
以来のロボット・ブームが現在到
来していると言える。加えて、一
般的には日本の技術競争力が圧倒
的に強いと考えられているこのロ
ボット分野の将来に大きな期待が
寄せられるのも無理は無い。とこ
ろが、このブームの一方で特に専
門家の間では、日本のロボット技
術の将来性に疑問を抱く意見も聞
かれる。一般の人々がロボットに
対して抱く期待とロボット技術の
持つ表面的な先進性とは裏腹に、
革新的な技術発展がみられないロ
ボット技術に対する閉塞感も特に
産業界を中心に存在する。
　本特集では、人と共生する生活
支援ロボットを中心にロボット技
術の研究開発動向について述べ、
その課題を探る。
（注１）カレル・チャペック（Karel Capek；チェコ　1890‐1938）が、戯曲『ロ
ッサム万能ロボット会社（R.U.R.；Rossum's Universal Robots）』（1920年）
で初めて、ロボット（robot）と言う言葉を使用した。 これは、“強制され
て働く”という意味をもつチェコ語の“robota”、もしくはスロバキア語
で“労働者”を意味する“robotnik”からの造語であり、この言葉には“奴
隷機械”という意味が込められている。
（注２）最近では、インターネット上の仮想空間で活動する「バーチャル
ロボット」も存在するが、ここでは実在型のみを対象とする。
　図表２　将来のロボットの市場規模予測
分類 活躍場所 主な用途
生活 家庭、生活空間
家事支援、
セキュリティ、
ペット、
エンターテイメント、
コミュニケーション、
教育、セラピー
医療・福祉 病院
診断、手術支援、
リハビリ支援、
介護・自立支援
公共 公共施設
一般公共サービス、
消防・防災、災害救助、
原子力・宇宙
バイオ関連 バイオ関連施設
製薬、自動分析技術、
自動合成装置
製造 工場
自動車、電気、鉄鋼、
精密、光学機器、
半導体等の産業
「21世紀におけるロボット社会創造のための技術戦略調査報告書」４）を元に科学技術動向研究センターにて作成
2．ロボットについて
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報処理方法によって、ロボットを
世代毎に分類したものである。第
１世代のロボットは、プレイバッ
ク（教示再生もしくは記憶再生）
ロボットに代表されるあらかじめ
定められた通りの動作を繰返し行
なうロボットを示す。第２世代の
ロボットになると何らかのセンサ
を有し、このセンサの入力情報を
基にあらかじめ決められた範囲内
で自らの動作を修正する機能を有
する。第３世代以降になるとロボ
ットは、作業経験を学習し次の行
動に反映させる、もしくは環境の
変化を判断して次の行動を自ら決
定する等の機能を有する。第２世
代までのロボットは、自動化工場
の様に全ての物が人工的に配置さ
れた環境（構造化された環境）下
で動作する。ところが第３世代以
降のロボットは、構造化されてい
ない環境下で利用される事にな
り、非人工的な物を含めて、ロボ
ット自身がその周辺環境を理解・
認識する能力が、自らの行動を
決定する上で必要となる。この様
な世代分けでは、新しい世代のシ
ステムが登場した場合、それ以前
のシステムは淘汰される場合も多
い。しかし、第１世代のロボット
であるマニュピュレ－タの技術開
発が、今なお行なわれている事８）
からしても、ロボットの分野では
必ずしも新世代のシステムが旧世
代のそれを駆逐するものでは無い
と言える。
２‐２
開発の歴史
　図表５にこれまでのロボットの
研究開発上の主な出来事を示す。
ロボット研究の源は、1947年に米
国で開始された原子力施設用のマ
ニュピュレータの研究にまで遡る
事が出来る。これは、壁を介して
外側のマスター側を操作し、放射
線環境下の内側のスレーブ側ハン
ドで作業を行なうマスター・スレ
ーブ型マニュピュレータの研究で
あった。その後、米国では、コン
ピュータを用いてマニュピュレー
タを制御する研究が行なわれる。 
1960 年代後半になるとMIT等で
主にロボットハンドや車輪型移動
ロボットが開発され、多くは人工
知能の理論を実証する為の実験用
として開発が進む事になる。
　一方、当時の日本ではコンピュ
ータが米国程は発展しなかった為、
シーケンス制御によって指の工学
的研究が行なわれていた。産業用
ロボットとしては、米国で特許が
成立し実用化され、1960年代後半
に日本に輸入されたのを契機にし
て、日本でも独自にロボットの開
発が開始される。これが後に日本
における産業用ロボットの発展お
よび普及につながる事になる。
　1970年代に入ってからは、各種
のセンサ技術とともに第２世代の
ロボットの研究が進み、1980年代
に入って第３世代の知能ロボット
の研究が開始される事になる。
　最近では、本田技研が 1996 年
に世界で始めてヒューマノイド型
自律２足動歩行（注３）ロボットの
P2を発表し、注目を集めた。こ
の P2は、高さ 1.8m、重量 210kg 
となっているが、P2後継機の一
図表４　ロボットの行動決定方法による世代分類
センサ 動作環境 行動決定方法 種類 例
第１世代
（プレイバック型）
無し
自動化された
工場等
人が直接操縦、または順
序・位置などの情報を教
示または数値・言語等で
示す。
シーケンス制御ロボット、
プレイバックロボット、
数値制御ロボット
スポット溶接、
マニュピュレータ
第２世代
（センサベース型）
有り
センサを有し、このセン
サへの入力情報を元に予
め決められた範囲内で動
作を自ら修正する。
感覚制御ロボット、
適応制御ロボット
アーク溶接、
ワイヤボンダー、
スカラ型
第３世代
（学習、知能型）
人工配置物以
外を含む一般
環境
作業経験を蓄積・学習し、
次の行動に反映させる。
環境の変化に応じて、次
の行動を決定する。
学習制御ロボット、
知能ロボット、
複数協調制御ロボット
ペット、掃除、
ヒューマノイド型
自律ロボット
参考資料９）等を元に科学技術動向研究センターにて作成
図表３　人間と対比させたロボットの基本構成要素
入力 情報処理 出力
人間
五感
脳、神経
運動系
視覚、触覚 等 腕、脚、筋肉 等
ロボット
教示、センサ情報等
コンピュータ
駆動系
プログラム、ビジョン、
圧力 等
アーム、移動機構、
アクチュエータ 等
「ロボットハンドブック」２）を元に科学技術動向研究センターにて作成
（注３）身体の重心が足の裏のど
こかに常に存在するとは限らな
い歩行。重心が常に着地した足
の裏のどこかに存在する歩行は
静歩行と呼ぶ。
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ータの小型・高性能化、LSI を含
む制御システムの小型・低消費電
力化の寄与する所が大きい。しか
し、この様に小型化が行なわれた 
ASIMOの場合でも、バッテリー
寿命が約 30分しか持たず、動力
源の問題はASIMOに限らず、移
動型ロボット共通の課題となって
いる。
つであるASIMO（アシモ）11）で
は、高さ 1.2m、重量 43kgと小型・
軽量化がなされている。これに
は、ロボットに使用する材料の軽
量化、アクチュエータとしてのモ
3．生活支援ロボットとは
図表５　ロボットの研究開発の主な歴史
年代 年 世代分類 主な技術開発 関連事項
1940 47
第１世代
マニュピュレータの研究開始（米国）
1950
54
58
産業用ロボットの特許が成立（米国）（注１）
産業用ロボットのプロトタイプ開発（米国）（注２）
1960
61
62
67
68
コンピュータによるマニュピュレータの制御（米国）
プレイバック型ロボット（米国）（注３）
ユニメーション社と技術提携（川崎重工）
米国から産業ロボットの輸入、
この頃から日本での開発が活発化する
1970
70
73
第２世代
視覚によるコンピュータ制御（日立製作所）
WABOT-1（早稲田大学；最初のヒューマノイド、
２足静歩行）
1980
80
83
85
スカラ（SCARA（注４） 型ロボット
ロボット元年（日本で産業ロボットが普及）
ロボット学会発足
筑波博でロボットが一般向けに披露
第３世代1990
96
99
P2（ヒューマノイド型自律２足動歩行；本田技研）
ペット型AIBO発売（ソニー）
2000 01 家庭用掃除ロボット発売（アイロボット社；米国）
注１：特許出願者は、デボル氏（G.C. Devol；米国）
注２：コンソリデイティッド・コントロール社（米国）
注３：ユニメーション社と AMF 社（ともに米国）
注４：SCARA；Selective Compliance Assembly Robot Arm（水平多関節）
参考資料 10）を元に科学技術動向研究センターにて作成
３‐１
用途別分類と生活支援ロボッ
トの開発例
　ロボットをその用途によって分
類したものを図表６に示す。また、
図表７はロボットを大きな２つの
機能である制御方法と移動の有無
とで分類した場合、それぞれに対
応する応用分野を平面的に示した
ものである。
　生活支援ロボットは、家事、食
事やリハビリ等の自立、介護等を
支援するものや、セキュリティ、
コミュニケーション、セラピー、
教育、エンターテイメント等を目
的とするものも含み、何らかの形
で人の生活を支援するもの全てを
指す。この生活支援ロボットは、
生活分野と呼ばれ、個人が一般家
庭で使用するものが多いが、電動
車椅子やRT（Robot Technology；
ロボット技術）ベッド、もしくは
住居や施設全体をロボット化した
RTハウス、RT病室等の医療・福
祉や公共施設で使用される場合も
ある。従来型の製造業用ロボット
は、自動化工場の様な構造化され
た環境下で、あらかじめ決められ
た作業を行なうものである。これ
に対して、生活支援ロボットは活
動する空間を人と共有し、人との
関わりにおいて多様なサービスを
提供するものとなる。
　図表８に生活支援ロボットの用
途とそれぞれに対するロボットの
例や開発状況等をまとめた。
３‐２
生活支援分野に
必要とされる技術
　図表７で示した２つの機能で考
えた場合、生活支援ロボットには、
従来型の産業ロボットとは大き
く異なる能力が求められる事にな
る。製造業用ロボットには、無人
搬送システム等の様に空間を移動
するものもあるが、これは工場内
の決められた範囲内での移動であ
る。また、センサの入力信号に基
づいて、自らの行動修正を行なう
第２世代のロボットも製造業用ロ
ボットに含まれる。この場合もロ
ボットが判断する内容や判断に基
づくロボットの次の行動の選択肢
は比較的単純であり、人があらか
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科学技術動向　2003 年 9 月号
じめプログラムする事はそう複雑
では無い。この様に製造業用ロボ
ットによりなされる作業は基本的
には単機能であり、この単機能に
おいては作業速度、精度等で人間
の能力を遥かに越えるものとなっ
ている。この従来型の産業用ロボ
ットは、それぞれの作業に最も適
した形状となっている事も特徴で
ある。
　一方、生活支援ロボットには、
活動空間を人と共有する事が求め
られる。これは、労働安全衛生上
作業空間を人のそれと完全に分離
しなければならない事が規定（注４）
されている従来型産業用ロボット
とは大きく異なる点である。人の
移動に伴い、ロボットにも自ら移
動する事が求められる。人の生活
空間での活動は、ロボットに対し
て自らの環境を認識する事を非常
に複雑にする。自動化工場とは異
なり、人の生活環境は多種多様で
ロボットが認識・判断しなければ
ならない事も飛躍的に増大するか
らである。また、人との相互作用
において、ロボットの外見が有す
る役割は大きく、ペットや人間の
形である場合もある。つまり、生
　図表６　用途によるロボットの分類
総合科学技術会議配布資料 12）等を参考に科学技術動向研究センター
にて作成
　図表７　主な機能に対するロボットの応用分野
科学技術動向研究センターにて作成
　図表８　生活支援ロボットの開発例
用途 内容
例
ロボット 開発主体 開発状況
介護作業支援 病室（患者の見守り等）  RT 病室 東京大大学院 開発中
自立支援
食事介助 マイスプーン セコム 発売済み
視覚障害者支援 盲導犬ロボ 山梨大 開発中
電動車椅子 WATSON ２号 奈良先端大 開発中
歩行訓練、リハビリ 歩行訓練・支援機 日立製作所 開発中
在宅健康管理 ホピス 三洋電機 '05年発売予定
セラピー アニマル・セラピー パロ 産業技術総合研究所 開発済み
家事支援 掃除 Roomba iRobot（米） 発売済み
セキュリティ 警備 BANRYU テムザック 発売済み
ヒューマン・
インタフェース
コミュニケーション Wakamaru 三菱重工 '04年発売予定
情報インターフェース支援 PaPeRo NEC 発売済み
エンターテイメント
ペット型飼育ロボット AIBO ソニー 発売済み
受付・案内等のサービス ASIMO 本田技研 レンタル開始
                                                                                                                                                                                              科学技術動向研究センターにて作成
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して判断する高度な人工知能が要
求されるようになる。人に対する
安全性はもちろんの事、ロボット
自身が人に支援される事の無い様
な高度の信頼性がシステムに求め
られるのは言うまでも無い。
（注４）労働安全衛生法第 150条
の規定による。
活支援ロボットには、以下の機能
が求められる。
① 人の生活空間（構造化されて
いない環境）の移動
② 移動に伴う変化を含めて、自
らの周囲の環境の認識・理解
③ 周囲の環境に基づいて判断
し、自ら次の行動を決定する
能力
④ 人を傷つけない安全性、人の
助けを要しない信頼性
　産業用ロボットは基本的に特
定の作業のみを効率良く実行する
単機能のロボットであるのに対し
て、生活支援ロボットには、その
活動空間も含めて、多様な機能が
要求される。入力器官としてのセ
ンサのみならず、入力情報を処理
4．生活支援ロボットの近年の動向
　海外では 2001 年から、日本に
おいては 2002 年の後半に、一般
家庭向けに掃除ロボットの販売が
開始されている。これは、ペット
型に次いで一般家庭に入る２種目
の自律移動型生活支援ロボットと
なる。今年に入って日本の複数の
家電メーカも、この市場への参入
を表明している。図表９にこれら
自律移動型掃除ロボットの実用化
状況をまとめた。
　掃除と言う単機能のロボットで
あれば、形状や移動機構は比較的
単純で良く、自律移動型であって
も、一般家庭にもロボットが進出
しつつある事が分かる。製品によ
り、機能や価格にばらつきはある
が、現時点でも比較的消費者が手
の届く価格設定となっている。20
万円もする掃除機が売れるのかと
の疑問も一部にはある。しかし、
高齢者等で掃除が身体的に大きな
負担となる場合や家事の時間を短
縮したい共働きの夫婦等の間では
ニーズが高い可能性がある。ここ
へ来て日本においても複数の家電
メーカが、続いて製品化の発表を
行っている事からも、今後発展す
る市場として、注目しているので
あろう。既に最初のタイプを発売
済みの企業も次の高機能型タイプ
の開発を行なっているところであ
り、一般への普及とともに低価格
化が進めば、市場は急速に広がる
と考えられる。
　ペットロボットにはAIBOの限
定発売開始時に見られた、物珍しさ
や希少性からくる流行がある。逆
に玩具的な要素が強い為に売れ行
きがこの流行に大きく左右される
　図表９　家庭用掃除ロボットの実用化状況
ロボット
名 開発主体 開発状況 価格
サイズ
（cm）
重量
（kg） 概要
Roomba iRobot（US） 発売済み
約 200ドル
（日本では通信販売で
約 4万円）
直径 34 2.7
ランダム走行、
タッチセンサー、充電式
Trilobite
Electrolux
（スウェーデン）
発売済み
1500 ユーロ（日本で
の実売価格 29万円）
直径 35 5
障害物検出、衝突回避、自動充電、
日本では東芝が販売
Robo
Cleaner
RC3000
KARCHER
（ドイツ）
発売済み
1100ユーロ
（約 15万円）
直径 28 2
ランダム走行、触覚で衝突回避、
自動充電、自動ゴミ捨て
未定 日立製作所 開発中 20万円（予定） 直径 25 4
部屋の隅専用ノズル、自動充電、
自動ゴミ捨て、2～ 3年後に発売予定
N-ROBO 松下電器 開発中 10万円台（目標） 37× 30 9.8
クロスパターン走行、四角形状、
2～ 3年後に発売予定
（価格は '03年 7月の値）
科学技術動向研究センターにて作成
性格を有している。掃除ロボット
には“役に立つ”事を期待するも
のなので、社会に受け入れられれば、
着実に普及していくであろう。
　ペット型や掃除ロボット以外で
既に一般家庭向けに市販を開始も
しくは予定しているロボットとし
ては、留守番・警備ロボット（総
合警備保障、三菱重工業、テムザ
ック）、音声・画像認識や電子メ
ールの読み上げ等の生活サポート
ロボット（NEC、東芝）がある。
留守番ロボットに関しては、異常
発見時に通報するのみで無く、音
や光による警報の発信に加えて、
遠隔操作により携行する消火器で
初期消火を行なう等のロボットな
らではの物理的なサービスを提供
するものも試作されている 13）。
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5．研究開発の現状と課題
５‐１
技術競争力
　日本は、1960年代の終わり頃か
らロボットの製品や技術を米国か
ら輸入し、同時に自らも独自に開
発を始めた。そして 1970 年代初
めからの第２世代ロボットの開発
と相まって、産業用ロボットの分
野では、技術開発や生産量、生産
工場への応用とも世界をリードし
てきた。製造現場へのロボット導
入により、日本の製造業の国際競
争力が支えられてきたと言っても
良い。現在でも世界の産業用ロボ
ットの生産量シェアは、日本が６
割程占めており、少なくともこの
領域での日本のロボット生産量か
ら見た技術の優位性は確固たるも
のとなっている。
　しかしながら、これらの産業用
ロボットに用いられている技術の
多くは第２世代までのロボット技
術であり、基本的には 1960 年代
から 1980年代前半までに開発さ
れた技術である事は、注意を要す
る。ロボット技術に関する将来的
な国際競争力は、今後市場が大き
く伸びると予測されている生活支
援分野の第３世代のロボット技術
で議論すべきである。ところが、
主に国家プロジェクトにより、ロ
ボット開発が進められている欧米
では、宇宙開発や原子力用途、災
害対応等の極限環境用の先端的な
ロボットの分野で、日本よりも優
れた競争力を有していると報告さ
れている 5）。日本ロボット工業会
等の報告では、日本が競争力の高
い応用分野としては、製造業用お
よび建設用ロボットを挙げている
が、逆に米国や欧州が強い応用分
野として、原子力、宇宙、海洋、
探査、福祉等の分野のロボットを
挙げている。また、要素技術につ
いても、図表 10に示す様に日本
は脚や車輪を用いた移動技術や視
覚認識・センサ技術については競
争力があるとしているが、対米国
比で見ると、日本がリードしてい
るのは車輪を用いた移動技術のみ
となっている。
　産業用ロボットの現時点での生
産量シェアとは逆に先進的ロボッ
ト技術では、米国に大きくリード
されようとしているのが現状であ
る。視覚認識やセンサ技術がシス
テムの中核を形成していたセンサ
ベース型の第２世代のロボット開
発では、日本はかつて世界をリー
ドしてきた。しかしながら、今後
の技術競争力を論じる上で重要な
第３世代のロボットに必要とされ
るヒューマンインタフェースやネ
ットワーク、メディア、ソフトウ
ェアの各技術では、日本は既に米
国にリードされている。
　日本が圧倒的に競争優位であ
ると一般的には考えられているロ
ボット技術で、それが産業用ロボ
ットの生産量を基にした判断であ
る事、今後市場の伸びが期待され
ている生活支援分野のロボットに
はこれとは異なる技術が必要とさ
れる事等を考えると、このままで
は日本が今後も長期にわたりロボ
ット技術の競争力を維持出来るか
は、疑わしい。
５‐２
研究開発の課題
　図表 11にこれまでのロボット
開発に関する主な国家プロジェク
トを示す。これまでに行なわれた
開発プロジェクトは、開発の対象
が要素技術中心となっており、最
終的なシステムの目標が最初から
与えられていた訳では無い。それ
ぞれのロボットの要素技術開発プ
ロジェクトも１つ１つが細分化さ
れていて、相互の連携も少ない。
プロジェクト開始時の状況として、
要素技術開発が重要である事は確
かである。しかし、最終的なシス
   図表 10　ロボットの先端的要素技術の国際競争力比較
応用分野 日本 米国 欧州
マニピュレーション △ ○ △
移動技術（脚） ○ ○ △
移動技術（クローラ） △ △ ○
移動技術（車輪） ○ △ △
多指ハンド △ ○ △
遠隔操作機構・制御 △ ○ ○
マイクロ・ナノ △ △ △
シミュレーション △ ○ ○
ヒューマンインタフェース △ ○ △
知的制御技術 △ △ △
センサ技術 ○ ○ △
視覚認識技術 ○ ○ △
ネットワーク技術 △ ○ △
メディア技術 △ ○ △
ソフトウェア技術 △ ○ ○
「21世紀におけるロボット社会創造のための技術戦略調査報告書」４）から転記
○ 競争力あり
△ 平均レベル
× 競争力弱い
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テムのイメージとその具体的な目
標を与えて、課題を各要素技術に
分解する事により、達成レベルと
期限とを明確にしながら系統的に
開発を進める事も必要であろう。
　図表11で示した過去のプロジェ
クトを含め、日本における現在の
ロボット開発の課題の１つにロボ
ットの開発目的やシステムとして
の目標が曖昧である点が挙げられ
る。これにはもちろん、プロジェ
クト開始時の技術レベルやプロジ
ェクトの設計上やむを得ない面も
ある。しかし、以前よりは技術的
に見通しがつけ易い今後のプロジ
ェクトにおいては、システムとし
ての目標を明確にすべきである。
　要素技術は、何か１つのシステ
ムを組み上げる為のもので無けれ
ばならない。しかしながらこれま
で行なわれた国家プロジェクトや
現在も多数行なわれている大学で
のロボット研究の多くは要素技術
の開発にのみ留まっており、具体
的なシステムを組み上げる場合が
少ない。また、たとえ組み上げて
も実証実験に重点が置かれていな
い為、システムのロバストネス（堅
牢性）や信頼性等まで含めた課題
の抽出が十分に行なわれていない
等の問題がある。
　実証試験まで含めたシステムの
開発を目指す場合、期間や予算的
にも比較的大きなプロジェクトと
なろう。この場合、やはりロボッ
ト開発の目的が重要となる。日本
における高齢化社会の到来に対す
る社会的なニーズ、技術の波及効
果等を考えると、まずは介護作業
支援や自立支援等の一般公共サー
ビスへの応用にむけたロボットの
実用化を目的とするべきと考えら
れる。
　日本のロボット技術の研究開発
のもう１つの課題は、産と学との
研究開発内容の乖離にある。これ
まで産業用ロボットに代表される
日本のロボット技術の開発は、主
として民間企業によって行なわれ
て来た。これは産業用ロボットの
普及が進んだ 1985 年にはピーク
の 250社を超える企業が、また現
在でも 150社を超える企業が存在
し、ロボットやその部品を生産し
続けている事を考えると当然にも
思える。ところが、民間企業が国
際競争の激化に伴って、研究開発
の内容を近視眼的に利益の見込め
る分野に絞り込んでいるのが現状
であり、本田技研のヒューマノイ
ドロボットの開発はむしろ少数派
である。一方、大学を中心とした
研究は主に第３世代の中でも自律
移動型ロボット開発が中心となっ
ており、新規な機能の追及に終始
する場合が多い。大学では学術論
文の書ける新規手法や概念を追い
求め、両者の研究内容につながり
が見られなくなっている。
　日本においてロボット研究は各
種のロボット・コンテスト（注５）14）
の影響もあるせいか学生の人気も
高く、大学のロボット関連の研究
室も 100 程存在する（注６）15）。こ
れらの研究室が個々に学術的に新
規なものを追求し続ける事は、研
究内容が分散・小規模化してしま
う。共通のゴールを設定し、研究
開発内容が分散するのを防止すべ
きである。
　公共向けの生活支援ロボット
は、個人向けのロボットの普及
を牽引するものであるにも関わら
ず、現時点での市場が比較的小さ
く、また実用化にあたっては安全
基準等を整備しなければならない
事等から民間企業が単独で開発を
進める事は難しい。この様な領域
は、国や地方公共団体がシステム
を調達、もしくは補助金により取
得を推進する事により、ロボット
開発の活性化を狙うべきである。
民間企業等から公共機関に例え
ば、ある決められた仕様のロボッ
トを何台かまとまった数量、決め
られた期限までに納入させ、納入
後も何年間かは、保守等を行なわ
せながら市場での課題を抽出させ
ると良い。１社でシステムの全て
を調達出来なければ、必然的に他
の企業や大学との提携も進むであ
ろう。この提携については、全体
システムを組み上げる企業が主体
性を持って行なえば良く、結果的
に開発力のある研究室同士が自然
と結びつく様になるであろう。
　上記の様な調達以外に国が行な
   図表 11　ロボット技術開発のこれまでの主な国家プロジェクト
年 プロジェクト 予算（億円） 主な開発項目
'82‐89 極限作業ロボット 180
多関節・多指マニュピュレータ、
知的・高臨場感遠隔操作
'91‐00 マイクロマシン 250
管内自走認識システム
（微小ロボット、機能集積化）、
センサカテーテル、
マイクロファクトリ技術
'98‐02
人間協調・共存型
ロボットシステム
50
人間型２足歩行ロボット
プラットフォーム
（動作シミュレータ、遠隔操作コッ
クピット、高機能ハンド等）
「ロボットハンドブック」２）を元に科学技術動向研究センターにて作成
（注５）参考資料 12）では、2003 年度の国内開催だけでも６月までに既に
10大会が開催済みで、年末までに 25大会が開催予定となっている（2003
年７月 11日現在）。
（注６）参考資料 13）で、日本のロボット研究として大学研究室のウェブサ
イトへのリンクが張られている数をカウントした数。正確には、2003 年
７月時点で、38大学 96研究室。
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うべき事としては、ロボット技術
に関する安全基準等の整備が挙げ
られる。産業用ロボットに対して
は、安全基準が整備されているが、
これは基本的には人とロボットと
の作業空間の隔離であり、生活支
援ロボットに対して当てはめる事
は出来ない。この様な安全基準や
法律の整備に加えて、ロボット技
術の標準化に関しても国が主導し
て行なうべきものであろう。
6．今後のロボット開発に向けて
　コンピュータは、四則演算で
はスピードや精度において人の能
力を遥かに超える性能を有してい
た。その為、今では低価格化と共
に一般にも普及し、生活上も不可
欠のものとなっている。製造業用
のロボットについても同様の理由
から、特定の領域ではあるが、人
間が行なっていた作業の置き換え
が急速に進んだ。生活支援分野の
ロボットは、基本的には人が行な
える機能の代行であるが、この場
合も人にはなかなか出来ない機能
や性能を目指すべきであろう。患
者の常時見守りや警備での終日監
視等では、ロボットの作業の精度
が向上すれば、疲れを知らない点
でロボットは人の能力を超える可
能性がある。ただ、従来の監視カ
メラに対して、移動可能なロボッ
トの利点を享受する為には、ロボ
ットの低消費電力化やバッテリー
の高性能化または周囲の状況を認
識する為の人工知能等の情報処理
能力でさらなる技術の発展が必要
である。
　一般の人々や場合によっては開
発者自身もが、ロボットに対して
寄せる思いとして、最先端の技術
が使用されているとか、もしくは
夢を追い求めるもの等、何か特別
な感情のある場合が多い。しかし
現在のロボットに使用されている
技術は、基本的には身近に存在す
るビデオカメラ等の家電製品と同
様のものである。センサやアクチ
ュエータの数、単位重量当たりの
消費電力等をシステムで考えても
自動現金取引装置（ATM）や洗
濯機等と大きくは変わらない。ロ
ボットには、電子部品や機械部品
が共に使用されていて、融合領域
の技術であるとは言える。しかし、
１つ１つの技術は他の純電気的
なシステムや純機械的なシステム
で使用されている技術と同様であ
る。この様にロボット技術は、決
してハイテクや特別のものでは無
いとの認識で要素技術やシステム
としての性能を含めて、着実な進
歩を目指すべきである。
　カーネギーメロン大学のハン
ス・モラベック（Hans Moravec）
によると、現在の、単位コスト当
たりのコンピュータの計算能力は
1000ドル当たり 1000MIPSで、生
物ならトカゲもしくは下等な魚類
程度の視覚処理能力であり、人間
に対して５桁程低い能力となって
いる 16）。この様な状況で、人と生
活空間を共有する上では２足歩行
が最も優れているとの理由だけで
は、少なくとも生活支援分野でヒ
ューマノイド型ロボットを優先的
に研究する理由にはならないであ
ろう。他の技術とのバランスが悪
すぎるのである。むしろ掃除ロボ
ットがそうである様に特定の作業
に最適な形状から、多機能化とと
もに形状も少しずつ進化させて行
けば良いであろう。ロボットの開
発が、最終的な使用者にとって役
に立つものを実現する事を目的と
するならば、具体的に一般ユーザ
を想定したシステムを系統的に開
発して行く事が重要であり、生活
支援分野の技術開発では最も大切
な事である。
　ロボット・ブームにより、大学
を中心とした研究人口もブームを
迎えている今こそ着実に役に立つ
現実の物としてのロボットを実現
していかないと社会の注目をも裏
切る事になり、逆に失望を与えか
ねない。これはロボット研究者全
員に課せられた課題でもある。
　生活支援ロボットは、これま
で日本の産業を支えてきた製造業
用のロボットとは必要とされる技
術、システムとしての機能、ロボ
ットの活動場所等において、大き
く異なるものである。技術的には、
入力信号としての各種センサやセ
ンサ情報に基づく情報処理の高性
能化、出力としての駆動系の小型・
高性能化が一層求められる。
7．まとめ
　これまでの製造業用のロボット
生産シェアから、日本はロボット
分野で競争優位と一般には思われ
ている。ところが、先端分野のロ
ボット技術では、既に要素技術で
さえもそうはなっていない。
　現在の日本のロボット研究の問
題点として、開発の目的やシステ
ムとしての目標が曖昧である事、
民間と大学とで開発内容の大き
な乖離が見られる事の２点を挙げ
た。これまで日本のロボットの実用
化を主に支えてきた民間企業が、ビ
ジネスを前提としてしか開発を継続
しなくなりつつある一方で、大学で
は学術論文の書ける新規機能の開発
に終始する場合が多い。ロボット・
コンテスト等で学生の人気が高く研
究人口も多い大学の技術開発力が少
なくとも実用化と言う観点では生か
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されていない。
　急速に高齢化社会に向かう日本
においては、生活支援分野のロボ
ットに対するニーズは将来に渡っ
て確実に存在すると考えられる。
ところが公共向けの生活支援ロボ
ットは、個人向けのロボットの普
及を牽引すると期待されるにもか
かわらず、市場が比較的小さい為
に、採算上の理由から民間企業が
積極的に参入出来ていない。この
様な領域は、国や地方公共団体が
まとまった数量のシステムを調達
する、もしくは補助金により取得
を推進する事により、ロボット開
発の活性化を狙うべきである。
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特集膠
原子力分野における
人材育成の必要性・現状・課題
環境・エネルギーユニット　大森　良太
1．はじめに
　近年、原子力分野における人材
育成および技術継承に対する懸念
が国際的に共有されつつあり、国
内外の原子力関連機関では、そ
の実態調査や対応策の検討を進め
つつある１～４）。この背景には、原
子力従事者の高齢化と若年層の原
子力離れがある。国際原子力機関
（IAEA）の報告書２）では、この懸
念が以下のように表現されている。
　“多くの原子力従事者が高齢化
し、定年までの期間が少なくなっ
ている。一方、質の高い若手の人
材が原子力分野に入ってこない。
大学で原子力を学ぶ学生は少なく
なり、原子力教育プログラムを閉
鎖する大学が増えている。”
　この問題に対しては、わが国で
も関心が高まってきている。特に
今年に入り、日本原子力産業会議
等から原子力人材問題に関する報
告書が出された他、様々な専門誌
やシンポジウム等でもこの問題が
取り上げられるなど、議論が活発
化している４～７）。
　一方で、わが国の原子力産業の
規模は縮小傾向にあり、長期的な
見通しについては様々な見方があ
るものの、短中期的に大きく拡大
することは想定しづらいのが現状
である。このような状況において、
原子力人材育成の必要性の論拠、
育成すべき人材の具体像、取り組
むべき施策などについては、いま
だに明確なコンセンサスが得られ
ていないように思われる。
　そこで、本稿では原子力産業の動
向等を踏まえた上で、国による原子
力分野の人材育成に向けた取り組
みの必要性や育成すべき人材像に
ついて考察する。さらに、大学や国
による原子力人材の育成に向けた
取り組みの現状を概観し、今後の
政策的課題について検討する。
　ここで、本稿で対象とする「原
子力分野の人材（原子力人材）」
の範囲について述べておく。「原
子力分野」という場合、原子力発
電に関する分野（狭義の原子力分
野）を指す場合と、これに放射線
利用、量子ビーム利用、核融合な
どを含めた分野（広義の原子力分
野）を指す場合があるが、本稿で
は狭義の意味、すなわち原子力発
電に関する分野における人材問題
を一義的な対象とする。ただし、
これはあくまでも本稿の問題意識
であって、以下の議論や統計デー
タでは広義の原子力分野を対象と
している場合もある。
　また、「人材」に関しても、研
究開発やプラント設計等を担う研
究者・技術者、プラント補修を担
う技能者、この他、政府や地方自
治体の規制・防災担当官など多様
であるが、本稿では研究者・技術
者を主たる対象とする。なお、原
子力技能者の人材問題については
文献４，８に詳しい。
　本稿では以下、はじめに原子力
分野の人材問題を考える上での背
景として、２章で原子力産業の縮
小化傾向と人材の高齢化の現状、
３章で大学で原子力を専攻した学
生数と企業等からの求人数のバラ
ンスに関する日米の調査結果を紹
介する。これを受け、４章では、
国による原子力人材育成の取り組
みの必要性と育成すべき人材の具
体像について検討する。さらに５
章では大学における原子力教育、
６章では原子力研究機関等による
原子力教育・研究支援、７章では
社会人技術者の教育訓練や資格制
度の現状を述べる。最後に、８章
で今後の原子力人材育成に向けた
政策課題について検討する。
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2．原子力産業の縮小傾向と原子力人材の高齢化
２‐１
縮小傾向にある
わが国の原子力産業
　近年、わが国の原子力産業は縮
小化傾向にある。この点に関して、
2000 年の原子力長計９）において
は、「我が国の原子力産業は、成
熟期に入りつつあり、研究者、技
術者及び技能者の人員数並びに原
子力関連の研究関係支出高は近年
減少しており、設計や物作りに関
する分野において、今後、人材・
技術力を従来通りの規模で維持す
ることは困難になりつつある」と
述べられている。
　また、日本原子力産業会議の報
告書３）においても「わが国の民間
企業の原子力関係従事者は1973年
に約２万 8 千人であったが、1992
年には 6 万人を超え、以降も 1995
年度ぐらいまで安定した雇用水準
を保ってきた。しかしながら、電
力会社は原子力プラントの建設等
の設備投資や研究開発費を抑制し
始め、政府の原子力研究開発費も
1995 年をピークに年々減少してき
ている。これを受け、民間企業の
原子力関係従事者は 1996 年には 6
万人を切り、1999 年には約 5 万 4
千人までに減少してきている」（一
部省略）と述べられている。
２‐２
原子力分野における
人材の高齢化
　原子力分野の技術継承に対する
懸念の背景には、人材の高齢化が
ある。図表１に日本原子力学会員
の年代別分布を示す。所属別では
産業界が約 4 割、原研・サイクル
機構等の研究機関が約 4 割、大学
が約２割を占める。51 ～ 55 歳の
世代をピークに、世代が下がるに
つれ会員数は大きく減少しており、
人材の高齢化が顕著に表れている。
全会員の平均年齢は46歳である。
ただし、日本機械学会および日本
電気学会の会員平均年齢も共に45
歳であり、人材高齢化の現象は他
の伝統的な工学分野にも共通して
いると見ることもできる。
　ただし、原子力分野においては、
特にこれまで原子力産業の発展を
中心的に担い、豊富な知識や経験
を有する人材が高齢化し、定年を
間近に控えていることが指摘され
ている。日本原子力産業会議報告
書４）においても「軽水炉開発草創
期に入社し、建設、運転さらに数々
の事故やトラブルを身をもって
体験し、機器やシステムの改良に
も関わってきた経験豊な人材が後
５，６年で定年を迎え、多くの企
業で世代間ギャップによる原子力
施設の設計・運転・補修等の技術
継承に懸念を抱いている」と述べ
られている。
　図表１　日本原子力学会員数の年齢別分布
日本原子力学会提供
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　大学で原子力を志望する学生や
原子力分野の若手人材の数を規定
する最も重要な因子の一つは、原
子力関連の企業や研究所等からの
求人数である。これが少なければ、
原子力分野の若手人材は減少し、
また、学生もより就職に有利な学
問分野を志望するようになろう。
　そこで本章では、大学（院）で
原子力を専攻した学生（以下、原
子力専攻学生と呼ぶ）とこれに対
する産業界からの求人の数的バラ
ンスに関する日米の調査結果を紹
介する。
３‐１
日　本
　図表２，３に電力８社、メーカ
ー３社、研究機関２機関における
原子力部門の技術系採用者数の推
移を、機関別および採用者の専攻
別に示す４）。図表２において原子
力部門の採用者は 99 年度にかけ
て大きく減少しているが、これは
電力業界が原子力部門をはじめと
する全部門の新規採用者数を減ら
した結果である。
　図表 3 から分かるように、これ
らの機関からの原子力専攻学生の
採用数は年間38～56名で推移し、
これは原子力部門の技術系採用者
全体の約 15％（電力会社では約
10％、メーカーおよび研究機関で
は約 1/3）に相当する。
　一方、原子力専攻学生の総数及
び進路を図表４に示す 10）。学生総
数、および、就職者総数は集計対
象が減少した 02 年度を除きそれ
ぞれ 700 ～ 800 名前後、400 名前
後で推移している。放射線・量子
ビーム利用関連等も含めた原子力
分野への就職者数は 150 名前後で
あり、就職者総数の約 40% に相
当する。
　これらの結果を比較して見ると、
3．原子力を専攻する学生に関する需給バランス
　図表２　原子力部門の技術系採用者数の機関別推移
電力８社、メーカー３社、研究機関２機関を対象４）
　図表３　原子力部門の技術系採用者数の専攻別推移
電力８社、メーカー３社、研究機関２機関を対象４）
1998年度のデータには２研究機関への就職者数９名のデータが含まれず
　図表４　原子力関係学科卒業生の進路 10）
年度 卒業生総数 進学者総数 就職者総数（a）
原子力
分野就職者数
（b）
b/a(%)
1987 719 278 441 169 38
1990 726 254 472 160 34
1997 689 321 368 175 48
1998 780 362 418 163 39
1999 756 340 416 153 37
2000 812 379 433 159 37
2001 815 385 430 129 30
2002 578 286 292 129 44
集計対象は、北大、東北大、東大、東工大、武蔵工大、東海大、名大、京大、阪大、近大、
神戸商船大、九大の原子力（核）工学関連学科・専攻。2002年度から武蔵工大、東海大、近大、
神戸商船大は集計対象から除外
原子力分野における人材育成の必要性・現状・課題
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原子力関連学科・専攻の学生総数
700～ 800名、および、就職者総数
約 400 名に対して、図表３で示し
た電力８社、メーカー３社、研究
機関２機関の採用数者数の合計は
年間38～ 56名にとどまっている。
また、先に述べたように、広義の
原子力分野に就職した割合は就職
者全体の約40％であるが、卒業生
の約75％は原子力関係分野への就
職を希望しているというデータも
ある４）。以上から、わが国におい
ては原子力専攻学生に対する原子
力産業界からの求人の少なさが顕
著になっていると言えよう３,10,11）。
これが学生の原子力離れの大きな
原因の一つとなっているが、原子
力産業界が縮小傾向にある状況に
おいては不可避的な傾向とも見る
ことができる。
３‐２
米　国
　
　米国では過去約 20 年間、原子
力発電所の新規建設はなされて
いない。大学で原子力を専攻する
学生数もこの 10 年間で、学部で
72％、修士過程で 46％減少し、多
くの原子力関連の学科やプログラ
ムが閉鎖された３）。このような状
況の中、1998 年以前は、原子力専
攻学生と原子力産業界からの求人
数は“縮小均衡的に”バランスし
ていた。しかし、近年、原子力発
電所の稼働率および経済性が向上
したことや、政府が原子力を将来
的にも有力なエネルギー源として
見直しはじめたことなどから、原
子力産業が活況を取り戻しつつあ
り、1998 年以降、原子力産業界
からの求人数が増加し、原子力専
攻学生の不足に対する懸念が台頭
している。
　このような状況を受け、ミシガ
ン大学の Was 教授が中心となり、
1998 年の米国原子力学会（ANS）
冬の大会でワークショップ“Crisis 
in the Workplace - Manpower 
Supply and Demand in the 
Nuclear Industry : Imbalance”
が開催された。さらに、1999 年
には原子力工学科主任協議会
（NEDHO, Nuclear Engineering 
Department Heads Organization）
は、米国の原子力関連の大学、企
業に対し、原子力人材の需給に関
するアンケートを実施した。この
調査結果は ANS の 1999 年冬の大
会でのワークショップ“Crisis in 
the Workplace II -Addressing the 
Growing Supply/Demand Gap in 
the Nuclear Industry”で報告さ
れた。これらの会議の概要やアン
ケート結果については、報告書３）
としてまとめられている。
　図表 5 に本報告書に掲載されて
いる主要な結果として、原子力専
攻学生に関する需給バランスの推
移を示す。本アンケートは原子力
工学関連の学部や専攻を有するほ
ぼ全ての大学 32 校、原子力関連
企業 168 社を対象としている。
　なお、原子力関連学科・専攻に
在籍する学生の相当数は、核融合、
加速器・量子ビーム利用などを中
心に学んでいる（学部で約３割、
修士で約５割）。図表５では、こ
れらの学生を除外し、いわゆる狭
義の原子力工学（炉工学、原子炉
安全、原子炉燃料、核燃料サイク
ル、保健物理等）を専攻した学生
数と原子力産業界からの求人数を
比較している。
　図表５から分かるように、近年、
原子力専攻学生に対する需要が供
給を大幅に超過しており、そのギ
ャップはさらに広がっていくと予
想されている。本報告書では前節
で紹介した日本の状況とは対照的
に、近年の原子力産業界からの人
材需要の増加により、原子力専攻
学生が不足しているとのトーンで
まとめられている。
　図表５　米国における原子力専攻学生への需給バランス３）
年度 供給
需要
f
ギャップ
g（=f-e）
学部卒業者数B.S.
（狭義の原子力工学）
a
内、進学者等を
除いた数
b（=a× 0.75）
修士修了者数
M.S.
（狭義の原子力工学）
c
内、進学者等を
除いた数
d（=c× 0.75）
合計
e（=b+d）
1998‐99 103 77 96 72 149 512 363
1999‐00 124 93 108 81 174 585 411
2000‐01 105 79 114 86 165 587 422
2001‐02 174* 627 453*
2002‐03 174* 642 468*
*予測値
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　２章と３章で見た状況を踏ま
え、本章では国による原子力人材
育成に向けた取り組みの必要性や
育成すべき人材の具体像について
検討する。
　ある産業で必要とされる人材の
量は、短期的要因を無視すれば、
その産業の規模（売上高等）と労
働生産性によって決定される。労
働生産性の時間的変化を無視すれ
ば、産業規模の拡大・縮小に応じ
て、必要な人材の量も変化する。
見方を変えれば、産業動向を踏ま
えて、企業等においては人員の採
用や配置転換を経営戦略的に実施
しているということである。
　一方、先に見たようにわが国の
原子力産業は縮小傾向にある。原
子力産業の将来については様々な
見方が存在するものの、少なくと
も近い将来、わが国の原子力産業
が大きく拡大することは考えにく
い。従って、産業界における原子
力人材に対する需要は減少してい
くことになる（特にメーカーでは
新規プラントの発注がないためこ
の傾向が顕著と考えられる）。確
かに、2‐2 節で見たように、特に
原子力産業の発展を中心的に担っ
てきた人材が高齢化していること
から、若手世代への技術継承に早
期に取り組むことの必要性は認め
られるが、全体として言えば、当
面、産業界において人材が不足す
るような状況は想定しづらい。
　仮に将来、原子力産業の規模が
拡大すれば、企業は採用者数の増
加や配置転換を通じて必要な人員
数を充足するであろう。日本原子
力産業会議の報告書４）においても
「電力・メーカー等では人材確保面
では当面は大きな問題はないとす
る企業が多い」と述べられている。
　現在、ライフサイエンスや IT
などの分野では、学問的にめざま
しく進歩していたり、関連産業の
規模が将来的に増大していくと見
込まれており、人材の絶対数の不
足が懸念され、人材の量的拡大に
向けた取り組みが政策的課題とな
っている。しかしながら、上で見
たように、原子力分野はこのよう
な状況にはない。
　それでは、国にはどのような論拠
から原子力人材の育成に向けた取
り組みが求められるのであろうか。
　当面、原子力産業の規模は縮小
し、産業界の原子力関連従事者
も減少していくと予測される状況
において、国の政策課題は、原子
力プラントや放射性物質の安全管
理・規制（勿論、安全管理のため
の人材育成の一義的責任は電気事
業者やメーカーにある）、原子力分
野の知的資産（原子力知）の保存、
長期的な研究開発等の観点から、
これらを担う人材を必要な水準に
確保・育成していくことである。
　以下、これらの観点について簡
単に述べる。
盧 原子力プラントや放射性物質の
安全管理・規制
　現在、わが国で稼動している原
子炉の大半はまだ相当の寿命を残
している。これらの原子炉や関連プ
ラントの安全確保・規制、さらには、
放射性廃棄物管理、デコミッショ
ニング、核物質管理等に携わる高度
な知識を有する専門的人材は今後
長期にわたり不可欠である。
盪 原子力分野における知的資産の
継承・保全
　わが国では、1955 年の原子力基
本法の公布を端緒として、政府や
企業は原子力研究開発に多くの予
算や人的資源を割り当ててきた。
その結果、わが国の原子力技術の
水準は世界トップクラスであり、
知識や技術の蓄積は膨大なものと
なっている。このような知的資産
（原子力知、Nuclear Knowledge）
を次世代へ継承する受け皿として
若手人材の育成が望まれる。
蘯長期的視野に立った研究開発
　近年、経済性、安全性、核拡散
抵抗性等に優れた革新的原子力シ
ステム、さらには水素製造など原
子力システムの多角的利用に関す
る研究開発が国際的に活発化して
いる。これらのシステムの商業的
導入はかなり先のことと考えられ
るが、将来的には大きなポテンシ
ャルを有していると考えられ、わ
が国においてもこのような研究開
発を長期的な観点から進めていく
必要がある。
　また、国が上記の観点から育
成に取り組むべき人材の具体像と
は、産官学それぞれの原子力分野
で中心的役割を担いうるような、
原子力に関して高い専門知識を有
する研究者・技術者である。この
ような基幹的人材は、育成に時間
がかかり、短中期的な産業動向の
変化に応じて他分野から補充する
ことが困難である。
　従って、国は長期的視点に立っ
て、産業界と連携しつつ、大学や
原子力研究機関などにおける取り
組みや種々の制度整備等を通じて
このような原子力分野の基幹的人
材を確保・育成していくことが求
められる。次章からは大学におけ
る原子力教育、原子力研究機関等
による原子力教育・研究支援、社
会人技術者の資格認定や継続教育
に関する制度の整備に関する現状
を概観する。
4．国による原子力人材育成の必要性とその人材像
 ̶原子力人材は不足しているのか？
原子力分野における人材育成の必要性・現状・課題
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　本章では、大学における原子力
教育の現状を概観する。図表３で
見たように、産業界の原子力部門
は、原子力を専攻した学生のみな
らず、電気、機械等を専攻した学
生も多く採用しているが、大学で
の原子力教育の主体は原子力関連
学科・専攻での教育である。
　近年、特に学部レベルにおいて
は、「原子力」という名称を冠し
た学科がなくなりつつある。この
状況を図表６に示す。この契機と
なったのは、平成３年の大学設置
基準の大綱化に伴う大学内の組織
改革である 10）。この結果、多く
の大学で、それまでの縦割り的な
学部・大学院の構成が大きく変わ
り、細分化されていた工学部の学
科は、いくつかの大学科あるいは
系に束ねられた。旧来の原子力関
連学科は、このような系の中の１
コースとして、あるいは合併して
大きくなった学科の一部分として
承け継がれているケースが多い。
その際、大学科の名称はもとより、
その中のコースの名称からも「原
子力」という言葉が消え、かわり
に、「エネルギー」、「量子」、「シ
ステム」、「科学」などのキーワー
ドが多く用いられている。
　また、このような組織改革と軌
を一にして、学部教育においては、
専門科目にかわり工学基礎科目―
電気、機械、材料、情報、環境・
エネルギーなど－が重視されるよ
うになり、原子力発電に関連する
講義は大きく減少した。これは、
学部においては工学基礎科目を中
心に学び、専門科目は主に大学院
でという工学教育全体の変革の流
れに沿ったものであり、学生の就
職および企業の採用の自由度を増
している面もある。
　一方、多くの大学院の専攻も名
称を変更した。ただし、学部と比
べると、名称を変更していないケ
ースが多く、他専攻との合併など
も少ない。このため、学部教育ほ
どには大幅な教育プログラムの変
更はなされていないが、大学院で
は原子力工学を量子・ビーム科学、
システム工学、放射線利用、核融
合、シミュレーションなどを包含
する広い学問領域として捉える傾
向が強くなっており、原子力発電
に直接関連する教育・研究が希薄
化していることは否めない。
　また、大学教育に対する産業界
のニーズも変化している。日本原
子力産業会議が実施したアンケー
ト４）でも、産業界は原子力部門に
就職する学生に対し、基礎学力の
確実な修得・養成、原子力専門科
目以外の幅広い教養、また柔軟な
発想、論理的思考力、チャレンジ
精神、問題解決能力などを求めて
いるという結果が出ている。
　以上をまとめると、大学（院）
においては、以前のような原子力
5．大学における原子力教育の現状
　図表６　原子力学の教育を行っている大学の学部の状況
大学 学部 設置時の学科の名称（設置時期） 現学科の名称（変更時期）
北海道大学 工学部 原子工学科（昭42） 原子工学科（変更なし）
東北大学 工学部 原子核工学科（昭37） 量子エネルギー工学科（平 8）
筑波大学 工学システム学類 変換工学主専攻（昭52）*1 エネルギー工学主専攻（平 10）
東京大学 工学部 原子力工学科（昭35）
システム創成学科［環境・エネルギーシステム、
シミュレーションおよび生体・情報システムの3 コース］*２（平12）
東京商船大学 商船学部 機関学科（昭37）*3
商船システム工学課程
［原子力機関工学科目、原子力システム工学科目］*２（平 2）
武蔵工業大学 工学部
エネルギー基礎工学科
（平9）
環境エネルギー工学科（平 15）
東海大学 工学部
応用理学科原子力
工学専攻（昭31）
応用理学科［エネルギー工学専攻］*２(平 13)
名古屋大学 工学部 原子核工学科（昭41） 物理工学科［量子エネルギー工学コース］*２（平 5）
京都大学 工学部 原子核工学科（昭33） 物理工学科［エネルギー理工学コース原子核工学サブコース］*２（平6）
大阪大学 工学部 原子力工学科（昭37）
電子情報エネルギー工学科［原子力工学科目］*２（平 8）
［エネルギー量子工学科目］（平15）
近畿大学 理工学部 原子炉工学科（昭36） 電気電子工学科（平 14）［エネルギー工学コース］
神戸商船大学 商船学部 原子動力学科（昭47） 動力システム工学課程［原子力システム工学講座］*２（平 2）
九州大学 工学部 応用原子核工学科（昭42） エネルギー科学科（平 10）
*１：設置時は基礎工学類
*２：［　］は大学科等の中で原子力に重点を置く組織。
*３：原子力船工学研究室の設置
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発電分野への人材供給を念頭にお
いた教育・研究プログラムはなく
なりつつある。これは工学教育・
研究システム全体の変化、あるい
は、先に見たような原子力産業の
縮小傾向に即した対応である。産
業界における原子力技術水準の維
持等に向け、今後は社会人技術者
を対象とした原子力教育や資格認
定制度等の拡充が一層重要になっ
てくると考えられる。
6．原子力研究機関等による原子力教育・研究支援
６‐１
社会人技術者に対する
原子力研修
　企業等における原子力教育は職
場での OJT が中心であるが、こ
れを支援する目的で、原子力研究
機関等では社会人技術者を対象と
した研修を実施している。日本人
を対象とした主な研修コースを図
表７に示す。初学者向きのものか
ら高度の専門家養成を目指すもの
まで様々なコースが開設されてい
る。近年では、地方自治体の防災
業務関係者を対象とした原子力防
災関連コースの受講生が多くなっ
ている。
　日本原子力研究所に設置され
ている国際原子力総合技術センタ
ーの東海研修所では、原子力エネ
ルギー技術者の人材養成を目的と
し、原子力工学全般の教育・研修
を行っている 12）。現在、炉工学、
放射線防護、核燃料工学、放射性
廃棄物管理、原子力防災などに関
する講座が開設されている。研修
期間は短いもので数日、最も長い
もので 21 週間（原子炉工学課程）
となっている。1958 年に本研修所
が発足してから 2002 年度までの
受講者数はのべ 30,410 人に達して
いる。同センターの東京研修所で
は RI・放射線技術者養成を目的
とした講座が開設されており、こ
ちらの受講者ものべ 21,267 人とな
っている。
６‐２
大学院生およびポスドクに
対する教育・研究支援
　日本原子力研究所や核燃料サイ
クル開発機構では大学院生やポス
ドクを特別研究生および博士研究
員として受け入れ、それらの施設
を活用した研究・教育を実施して
いる。
　特別研究生は大学院生および博
士課程終了後２年以内の大学院研
究生を対象としており、研究分野
は原子力全般、期間は１年間であ
る。特別研究生には、奨励金、旅
費等が与えられる。日本原子力研
究所では 2003 年度の特別研究生
として 60 名を受け入れた。
　博士研究員は 35 歳以下の博士
号取得者を対象としており、契約
期間は１年（所要の評価により２
回まで更新可）である。本研究員
は、受け入れ機関が指定した研究
分野において、実験施設等を利用
しながら、自発的かつ主体的に研
究を実施する。また受け入れ研究
室のコーディネーターから助言・
支援を受けることができる。日本
原子力研究所では 2003 年度の博
士研究員として 100 名（継続分を
含む）を採用した。
　また、近年、連携大学院制度を
活用した原子力研究機関等と大学
の連携が進みつつある。この制度
は、研究機関の研究者を大学の併
任または客員の教授・助教授とし
て任命し、大学院生は最新の設備
を有する当該研究機関において任
命された教員から学位取得まで研
究指導を受けるというものである。
日本原子力研究所では９大学と連
携大学院協定を締結している。
　図表７　日本人を対象とした主な原子力研修コース（放射線計測関連等については一部省略）13）
主な研修内容 コース数 2002年度受講者数
日本原子力研究所
国際原子力総合技術センター
原子力エネルギー技術者養成（東海研修所） 16 871
RI・放射線技術者養成（東京研修所） 13 228
核燃料サイクル開発機構 原子力防災 6 1464
貎独放射線医学総合研究所 放射線看護・防護、緊急被爆救護訓練等 7 347
譛放射線振興協会
国際原子力安全セミナー、
原子力体験セミナー
10 1336
譖日本原子力産業会議
原子力関係者マネージメントセミナー、
原子力発電品質保証講習等
6 180
譛原子力安全技術センター 原子力防災 ,放射線管理・計測等 23 2641
譁 BWR運転訓練センター BWR運転員養成訓練
譁原子力発電訓練センター PWR運転員養成訓練 588
譁日本原子力発電総合研修センター 原子力技術基礎、放射線管理員養成等 6 74
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７‐１
技術士「原子力・放射線」
部門の新設
　2003 年６月、文部科学省科学
技術・学術審議会は技術士試験に
おける技術部門の見直しに関する
答申を行った 14）。この中で、原子
力技術に係る新たな技術部門とし
て、「原子力・放射線」部門の設
置が提起された。これは、2001 年
４月の文部科学大臣からの諮問に
応じたものである。今後は、文部
科学省において、答申に基づいた
省令・告示案を作成し、パブリッ
クコメントを経て、改正省令・告
示を公布することになる。試験は
2004 年度から実施予定である。
　「原子力・放射線」部門新設の
必要性に関しては、原子力技術の
社会的重要性、原子力工学という
総合技術分野としての固有性、原
子力システムの安全性確保（技術
者のレベルアップ、事業体の安全
管理体制強化、安全規制部門での
活用、国民とのリスクコミュニケ
ーションの充実など）、国際的な
活用などがあげられている。
　本資格は、技術者個人の資質の
高さを証明するものであり、技術
者の自己研鑽の具体的目標として
優れた原子力技術者の育成に資す
ると期待される。
７‐２
技術者継続教育（CPD）
　日本工学会では、2002 年度に
大学卒業後の技術者を対象とした
PDE（Professional Development 
of Engineers）協議会（41 の学協
会が参加）を発足させ、技術者の
継続的な教育のための教育カリキ
ュラム作成や資格認定制度につい
て検討を開始している。
　日本原子力学会もこの委員
会に参加しており、学会内に
CPD（Continuing Professional 
Development）ワーキンググルー
プを立ち上げた。本ワーキンググ
ループでは原子力発電や放射線応
用分野に関連する技術者継続教育
について、以下の項目の検討を実
施している 15）。
蘆 原子力分野で必要とされる継
続教育の中で学・産・官共通
である内容の調査と原子力学
会の貢献の可能性
蘆 原子力産業分野などで期待さ
れる新しい資格制度の必要性
調査と検討
蘆 継続教育を推進するための制
度や体制の調査と検討
蘆 他学協会との情報交換や協力
体制の仕組みの検討
蘆 国家的な管理資格（原子炉主
任、放射線取り扱い主任、核
燃料取り扱い主任など）の既
取得者の継続教育の仕組みに
ついての検討
蘆 原子力技術士制度の設立支援
と制度の継続支援のあり方の
検討
　本稿では、原子力産業の動向等
を踏まえた上で、国による原子力
人材育成の取り組みの必要性およ
び育成すべき人材の具体像につい
て検討した。さらに、大学におけ
る原子力教育、原子力研究機関等
による原子力教育・研究支援、社
会人技術者に対する教育訓練や資
格制度の現状を概観した。本章で
は、以上の要点をまとめ、最後に
今後取り組むべき課題を述べる。
　近年、わが国の原子力産業は縮
小傾向にある。特に原子力産業の
発展を中心的に担ってきた人材が
高齢化していることから、若手世
代への技術継承に早期に取り組む
ことの必要性は認められるが、全
体として言えば、当面、産業界に
おいて人材が不足する事態は想定
しにくい。
　このような状況において、国の
政策課題は、既存プラントの安全
確保、原子力分野の知的資産の継
承、長期的な研究開発等の観点か
ら不可欠な人材、特に産官学それ
ぞれの分野で中心的役割を担いう
る高い専門性を有する“基幹的人
材”を確保・育成していくことで
ある。このような人材は育成に時
間がかかり、短期的な産業動向の
変化に応じて他分野等から補充す
ることが困難である。
　わが国の大学における原子力
教育・研究に関しては、学部レベ
ルでは専門科目よりも工学基礎科
目の教育が重視され、また大学院
においても、原子力工学を放射線
や量子ビームの利用等を含む広い
学問分野として捉える傾向が強ま
り、大学での原子力発電関連の教
育カリキュラムは希薄化してい
る。これは工学教育・研究システ
ム全体の変化や原子力産業の縮小
傾向に即した対応であり、今後は
社会人技術者に対する原子力教育
や資格認定制度等の拡充等が相対
的に重要になると考えられる。一
方、原子力研究機関等による大学
院生や社会人技術者に対する原子
力教育・研究支援、および、社会
人技術者に対する資格認定制度は
徐々に拡充しつつある。
　以上を踏まえ、原子力分野の基
幹的人材の確保・育成に向けて、
7．社会人技術者の資格認定と継続教育
8．まとめ
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当面、国として取り組むべき課題
について検討する。
　第一に、原子力二法人の設備と
人材を活用した人材育成拠点の形
成があげられる。日本原子力研究
所と核燃料サイクル開発機構には
豊富な設備と人材が存在し、これ
らを最先端の原子力研究開発のみ
ならず大学院教育や社会人技術者
教育など次世代の人材育成に最大
限活用することが肝要である。両
機関の統合後の新法人においては、
原子力人材の育成拠点としての役
割が求められる。すでに実施され
ている連携大学院制度、社会人技
術者向けの研修制度等を一層拡充
するとともに、新法人の人材と設
備を活用した専門職大学院（注１）
の設立も検討すべきである。この
ような人材育成拠点においては、
原子力の基幹技術を担う専門性の
高い人材の相当数を集中的かつ効
果的に育成することが可能とな
る。さらに、原子力人材育成に関
わる機関における研究者の評価に
あたっては、研究成果のみならず、
人材育成への寄与を積極的に評価
する仕組み作りが求められる。
　また、将来性が見込まれる産業
には優秀な若手人材が集まるが、
原子力産業は一般的にはもはや成
熟したと見られているのが現状で
ある。しかし、中長期的には、経
済性、安全性、核拡散抵抗性等に
優れた次世代型原子力システムの
導入や水素製造など原子力エネル
ギーの新しい利用が期待され、近
年、研究開発が国際的に活発化
している。このような若手研究者
にとって挑戦しがいがあり、産業
的にも大規模な導入が期待される
新しい原子力システムの研究開発
を国が積極的に支援していくこと
は、わが国の将来的な原子力技術
基盤の構築、および、原子力人材
育成の観点から重要である。
　最後に、わが国では少子高齢化
が進行しており、今後、技術継承
は原子力分野のみならず多くの工
学分野に共通する課題となろう。
原子力をはじめとする様々な工
学分野で技術継承を効果的に実施
していくためには、その特性や効
率的な技術継承を可能にするアプ
ローチについての知見が重要であ
り、今後の研究の進展が望まれる。
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科学技術動向研究センターとは
　平成 13年１月より内閣府総合科学技術会議が設置され、従来以上に戦略性を重視する政策立
案が検討されています。科学技術政策研究所では、戦略策定に不可欠な重要科学技術分野の動
向に関する調査・分析機能を充実・強化するため 1月より新たに「科学技術動向研究センター」
を設立いたしました。本センターでは、第 2期「科学技術基本計画」に示されたライフサイエ
ンス、情報通信等の重点分野の最新動向に係る情報の収集や今後の方向性についての調査・研
究に、下図に示すような体制で取り組んでいます。
　センターがとりまとめた成果は、適宜、総合科学技術会議、文部科学省へ政策立案に資する
資料として提供いたします。
　センターの具体的な活動は以下の３つです。
＊それぞれのユニットには、職員の他、客員研究官（非常勤職員）を配置。
＊センターの組織、担当分野などは適宣見直しを行う。
センター長
総括ユニット
ライフサイエンス・医療ユニット
環境・エネルギーユニット
情報通信ユニット
材料・製造技術ユニット 蘆ナノテクノロジー・材料分野蘆製造技術分野
蘆全体の企画、調整、とりまとめ
蘆社会基盤
蘆フロンティア（宇宙・海洋）分野
蘆ライフサイエンス分野
蘆情報通信分野
蘆環境分野
蘆エネルギー分野
1
「科学技術専門家ネットワーク」
による科学技術動向分析
　わが国の産学官の研究者を「専
門調査員」に委嘱して（2002 年
度実績約 2800 人）、インターネッ
トを利用して科学技術動向に関す
る幅広い情報を収集・分析する体
制「科学技術専門家ネットワーク」
を運営しています。このネットワ
ークを通じ、専門調査員より国内
外の学術会合、学術雑誌などで発
表される研究成果、注目すべき動
向や今後の科学技術の方向性等に
関する意見等を広く収集いたします。
　これらの情報に、センターが独
自に行う調査・研究の結果を加え、
毎月1回、「科学技術動向」としてま
とめ、総合科学技術会議、文部科
学省を始めとした科学技術関係機
関等に配布いたします。なお、この
資料は http://www.nistep.go.jp
において公開します。
2
重要科学技術分野・領域の
動向の調査研究
　今後、国として取り組むべき重
点事項、具体的な研究開発課題等
を明確にすることを目的とし、重
要な科学技術分野・領域に関する
キーテクノロジー等を調査・分析
します。
　さらに、重要な科学技術分野・
領域ごとの科学技術水準を欧米先
進国と比較し、わが国の科学技術
がどのような位置にあるのかにつ
いての調査・分析も行います。
3
技術予測に関する調査研究
　当研究所では、科学技術の長期
的将来動向を総合的に把握するた
め、デルファイ法による技術予測
調査をほぼ 5年ごとに実施してい
ます。これは、今後 30年間の重
要技術を抽出して、重要技術の重
要性評価や実現予測時期を分析す
るものであり、センターは、多く
の専門家の協力により本調査を引
き続き実施いたします。
科学技術動向研究センターのご紹介
文部科学省科学技術政策研究所
科学技術動向研究センター
連絡先：〒 100－ 0013 東京都千代田区霞が関 1－3－ 2
電話 03－ 3581－ 0605　FAX 03－ 3503－ 3996
URL http://www.nistep.go.jp
Email stfc@nistep.go.jp
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